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1-1 地球温暖化の仕組み 

太陽から降り注ぐ光は、地球の大気を通過し地表を温めています。 

温められた熱の多くは、宇宙に放出されますが、一部、二酸化炭素（以下，「CO２」と

いう）、メタン、一酸化二窒素などの温室効果ガスと呼ばれる気体によって吸収されて地

表面へ戻されます。このことにより、地球は、生物の生存に適した気温に保たれてきまし

た。もし、温室効果ガスがないとすると地球の表面温度は氷点下 19℃と考えられています。

（現在の世界の平均気温は約 14℃） 

しかし、産業革命以降、CO２の排出量が

増え、大気中の CO２濃度が上昇し、温室

効果ガスが増加しました。その結果、熱が

宇宙に放出されず、大気中にこもることと

なり、平均気温が上昇しています。これが、

地球温暖化です。 

温室効果ガスは適度な気温を保つのに

必要不可欠であり、産業革命前までの長き

にわたり、熱吸収と熱放出のバランスが保

たれてきました。しかし、それがわずか

200 年の間にそのバランスが崩れ、平均

気温が上昇していることが問題なのです。 

 

 

 

出典：気象庁 HP 

図 1-2 大気中の CO２濃度の経年変化 

 

 

 

参考：IPCC 第5 次評価報告書 

図 1-1 地球温暖化の仕組み 
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温室効果ガスとは？ 

 

 

 

 

 

人間活動によって増加した主な温室効

果ガスは CO２です。CO２以外では、メタ

ン、一酸化二窒素、代替フロン等 4 ガス

があります。 

水蒸気も温室効果ガスですが、水蒸気

の大気中濃度は人間活動に直接左右され

ないため、本計画では扱いません。 

 CO２以外の温室効果ガスは、全体に占

める割合は少ないものの、温室効果はCO

２よりも強力です。CO２を基準に温室効果

の能力を数値化したものを地球温暖化係

数といいます。 

 

■ 温室効果ガスの概要 

種類 概要 
地球温暖化 

係数※ 

二酸化炭素 

（CO2） 

化石燃料の燃焼や、廃棄物の焼却などから排出されます。

電気の使用も、火力発電所での燃料の使用につながるた

め、排出の大きな要因です。 

１ 

メタン 

（CH4） 

化石燃料の燃焼などによって排出されます。自動車の排

気ガス、清掃工場の排出ガスなどに含まれます。また、

水田や家畜の腸内発酵・ふん尿からも排出されます。 

25 

一酸化二窒素 

（N2O） 

化石燃料の燃焼などによって排出されます。自動車の排

気ガス、清掃工場の排出ガスなどに含まれます。その他、

家畜のふんや尿などからも排出されます。 

298 

代

替

フ

ロ

ン

等 

ハイドロフルオロ 

カーボン類

（HFCs） 

フロンの代わりにオゾン層を破壊しないガスとして、冷

蔵庫・エアコン・カーエアコンなどの冷媒、スプレー等

エアゾール製品の噴射剤、発泡・断熱材製造などに用い

られています。 

12～14、

800 

パーフルオロカー 

ボン類（PFCs） 

電子部品等洗浄や半導体製造工程で用いられています。 7、390～ 

17、340 

六ふっ化硫黄 

（SF６） 

変圧器等の電気機械器具に封入されている電気絶縁ガス

や半導体製造工程で用いられています。 
22、800 

三ふっ化窒素 

（NF3） 

半導体製造工程で用いられています。 
17、200 

※地球温暖化対策の推進に関する法律施行令より   

 

二酸化炭素

76%

メタン

16%

一酸化二窒素

6%

代替フロン等

2%

出典：IPCC 第5 次評価報告書 

※各種ガスを CO２に換算した場合の割合（2010 年） 

 

も っ と 詳

し

く 

し

し

く 

く

し

く 

！

し
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1-2 地球温暖化の現状とその影響 

(1) 地球温暖化の現状 

気候変動に関する政府間パネル（IPCC）の第 5次評価報告書では、温暖化については「疑

う余地がない」こと、及びその原因として、人間の活動による可能性が極めて高い（可能

性 95％以上）ことが指摘されています。 

また、地球温暖化の現状に関して以下のような見解が示されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-3 世界の年平均気温偏差 

■平均気温の上昇 

・世界平均地上気温は、1880 年から 2012 年にかけて 0.85℃上昇しています。 

■海水の変化 

・世界平均海面水位は、1901 年から 2010 年にかけて 0.19m上昇しています。 

・1971～2010年において、海洋表層（0～700m）の水温が上昇したことは、ほぼ確実

とされています。 

・海洋が人為起源の二酸化炭素の約 30％を吸収したことにより海洋酸性化が発生し

ています。 

 

さらに将来の気候変動についても、気候変動に関する政府間パネル（IPCC）の第 5次評

価報告書では、21 世紀末（2081～2100 年）には、現在（1986～2005 年）と比較して

次のようになると予測されています。 

 

 

 

1981～2010 年 

の平均気温 

1981～2010 年の 

平均気温より 0.5℃低い 

 

1981～2010 年の 

平均気温より 0.5℃高い 

 

出典： 

IPCC 第 5 次評価報告書 
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■気温上昇の予測 

・現状を上回る追加的な地球温暖化対策をとらなかった場合：2.6～4.8℃上昇 

・地球温暖化対策に出来る限り取り組んだ場合：0.3～1.7℃上昇 

 

■海面水位の予測 

・現状を上回る追加的な地球温暖化対策をとらなかった場合：82cm上昇 

・地球温暖化対策に出来る限り取り組んだ場合：26cm上昇 

 

(2) 地球温暖化による影響の概要 

地球温暖化により、北極・南極・グリーンランドの海氷・氷床・山岳氷河の減少、海面

水位の上昇、熱波や極端な高温の頻度の増加などが顕在化していると

報告されています。 

〇氷床・氷河の融解 

グリーンランドでは、氷河の融解が加速し 2012年 7月に氷床表面

が全面にわたって融解していることが観測されています。また、アル

プス地方や南米ボリビアなどの山岳地帯にある氷河の融解も進んで

おり、スキーリゾートや観光資源、水力発電などに影響が出ています。 

 

〇生態系の異変 

コスタリカの高地では、地球温暖化の影響により一日の温度差が縮小したため、カエル

ツボカビ症が流行し、多くの種類のカエルが姿を消しています。 

また、海水温の上昇によりサンゴの白化が進んでいます。特に、

2015～2016 年の強いエルニーニョ現象によりグレートバリアリー

フやキリバス等では、かつてないほどの長期間で大規模なサンゴの

白化減少が広がっています。サンゴ礁には、9 万種もの生物が暮ら

しており、それらの生物への影響も危惧されています。 

 

〇異常気象 

ヨーロッパの大部分では、2018 年の春と夏に熱波

と干ばつが起こりました。また、ヨーロッパの一部に

おいて特に乾燥状態が継続し、2018 年 10 月中旬に

かけてライン川では記録的な低流量となり、河川輸送

に大きな影響が出ています。 

さらに、インドでは、大雨による洪水が発生し、

2018年6～7月で370人以上の犠牲者が出ています。 

 

出典：全国地球温暖化防止活動推進センター 
ウェブサイト（http://www.jccca.org/）より 

    白化したサンゴ 
出典：環境省 STOP THE 温暖化2017 

図 1-4 世界の洪水発生件数の推移 

（1980～2016 年） 
※10 人以上の死者，100 人以上の被災者，緊急事態宣言，

国際援助の呼びかけのいずれかに該当した洪水 
出典：環境省 STOP THE 温暖化2017 
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(3) 私達の身近に起こっていること 

日本においても、さまざまな分野で地球温暖化の影響が出ています。主なものを下表に示し

ています。 

表 1-1 日本における地球温暖化の各分野への影響  

分野 現在の影響 将来予測 

水環境・ 

水資源 

年降水量の変動幅の拡大、水温上昇、水質の

悪化、渇水・水量変動、水温・水質変化 

無降水日数の増加や積雪量の減少による

渇水の増加、河川流量の減少、海面水位上

昇 

水災害・ 

沿岸 

大雨の頻度の増加、都市部の大雨による内水

氾濫が頻発 

河川氾濫可能性の増加、斜面崩壊確率の上

昇、高潮リスクの増大、海岸浸食の進行 

自然生態系 
植生の変化、野生哺乳類の増加や分布拡大、

一部昆虫類の北上、サンゴの白化 

常緑広葉樹林の増加と落葉広葉樹林の減

少、淡水魚の生息適地の変化、サンゴ礁の

生息域の変化 

食料 

水稲の高温障害、果実の着色不良、発芽・開

花障害、家畜の体重変化や乳生産量の低下、

農業害虫の分布域の拡大、漁獲量の変化 

水稲の品質低下、産肉量の低下、回遊魚の

生息域変化、海水魚の小型化の可能性 

健康 
熱中症患者の増加、感染症媒介生物の分布域

の拡大 

熱ストレス※による死亡リスクの増加、感

染症リスクの増大、花粉症の増加と重症化 

国 民 生

活・都市生

活 

さくらの開花の早まり、紅葉の遅れ、自然現

象に関連した伝統行事等への影響 
自然を利用した観光やレジャーへの影響 

 ※熱ストレス：暑さによって生ずる様々な体などへの負担 

出典：気候変動の観測・予測及び影響評価統合レポート「日本の気候変動とその影響」 

（2013（平成 25）年3 月、文部科学省・気象庁・環境省） 

 

 近年、日本でも過去とは異なる異常気象がみられるようになっています。以下に、主なも

のを示します。 

 

〇気温の変化による影響 

一日の最高気温が 35℃以上である猛暑日は、1931 年から 2017 年までにおいて増加傾

向を示しています。また、一日の最低気温が 25℃以上である熱帯夜の日数も増加していま

す。 

猛暑日のように日中の気温が高い場合や、熱帯夜のように夜間も気温が高い状態が続く

場合には、体温が上がり、体内の水分や塩分のバランスが崩れて熱中症をおこしやすくな

ります。なお、2017 年には、全国で 5万人以上が熱中症になり救急搬送されています。 
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＜猛暑日の年間数の推移＞ 

※全国 13 地点の平均年間日数  出典：気象庁「気象変化レポート 2017」 

図 1-5 猛暑日の年間数の推移 

＜熱帯夜の年間数の推移＞ 

※全国 13 地点の平均年間日数  出典：気象庁「気象変化レポート 2017」 

図 1-6 熱帯夜の年間数の推移 

 

 

 

 

※2007～2009 年は 7～9月 

2010～2014 年は 6～9月 

の救急搬送数 

出典：総務省消防庁データより作図 

 

図 1-7 熱中症による救急搬送数 

猛暑日の

増加 

熱帯夜の

増加 

熱中症患者の増加 
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〇降雨量の変化 

2018(平成 30)年夏に発生した「西日本豪雨」のような大規模な水害や土砂災害が頻繁に

発生しており、市民生活に甚大な被害をもたらしています。 

日降水量が 100ｍｍ以上の年間発生回数は増加している一方で日降水量が 1ｍｍ以上の

年間日数は減少しています。これは、大雨の頻度は増加し、弱い降水も含めた降水日数は

減少する傾向を示しています。 

通常、豊かな森林や樹木は、雨水を地中に溜め、長

い時間をかけて河川などに水を流出させる涵養機能の

役割を果たしています。しかし、集中豪雨や大型の台

風が発生すると、降水量が多くなり、地中に涵養する

ことができない分の水を河川などに急激に流出させる

ため、土砂災害を発生させます。 

また、雨が降る回数が大きく減ってしまうと、地中

に溜まる水の量も減少し、干ばつを引き起こす可能 

性も出てきます。 

図 1-8 日降水量 100mm以上の年間発生回数の経年変化 

 

図 1-9 日降水量 1ｍｍ以上の年間日数の経年変化 

※棒グラフ（緑）は各年の年

間日数（全国51地点の平

均値），太線（青）は 5

年移動平均値，直線（赤）

は長期変化傾向（この期間

の平均的な変化傾向） 

 

出典：気象庁「気象変化レポート

2017」 

 

※棒グラフ（緑）は各年の年

間日数（全国51地点の平

均値），太線（青）は 5

年移動平均値，直線（赤）

は長期変化傾向（この期間

の平均的な変化傾向） 

 

出典：気象庁「気象変化レポート

2017」 

水源涵養機能イメージ図 

出典：東京水道局 
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身近な気候変動の影響 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 冬季の気温上昇により，水稲他多くの作物を加害する南方系害虫

のミナミアオカメムシが千葉県北部に分布拡大しています。 

 またキャベツなどを食べるケブカノメイガも発生するようにな

りました。この他にもクマゼミやナガサキアゲハ等，かつては千葉

県に生息していなかったり生息地が限られていた種が，分布を広げ

ています。 

 

千葉県の生物の変化 

水不足の恐れ 

利根川本川では過去 30 年間で夏，冬あ

わせて 10 回の渇水が発生しています

が，2016(平成 28)年の渇水は 79 日間

と過去最長の取水制限期間となってい

ます。 

 

熱中症患者の増加 

千葉県における熱中症救急搬送者数は，猛暑

であった 2013（平成 25）年が最も多く，

3,000人を超えています。他の年においても，

2,000 人程度と多くなっています。 

ミナミアオカメムシ 

出典：千葉県HP 

渇水によるダム貯水率の低下（利根川水系矢木沢ダム） 

出典：国土交通省HP 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

（人）

年（7-9月）

千葉県における 7-9 月の熱中症搬送者数の推移 

出典：総務省消防庁のデータより作成 

局地的大雨（ゲリラ豪雨） 

じぇ９ 急激な温度の上昇により発達しやすい積

乱雲がもたらす夕立などの局地的な大雨

が増加傾向にあります。柏市に最も近い

気象観測点である我孫子市新木野におけ

る1時間あたり降水量50mm以上の年観

測回数も，年々増加しています。 

我孫子市における１時間降水量50mm以上の年観測回数 

出典：気象庁のデータより作成 

熱帯夜 

じぇ９ 柏市に最も近い気象観測点である我孫子

市新木野における，猛暑日（日最高気温

35℃以上）の日数は，年々増加傾向にあ

ります。 
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年

我孫子市における日最高気温 35℃以上の日数 

出典：気象庁のデータより作成 
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1-3 地球温暖化問題に関する国内外の動き 

(1) 国際的な取組み 

① 京都議定書 

気候変動に関する国際的な取組みは、1992（平成４）年に開催された地球サミットにお

ける「気候変動に関する国際連合枠組条約」に始まります。1997（平成９）年に京都で開

催された第３回締約国会議（COP3）では、法的拘束力を持つ「京都議定書」が採択され、

我が国は、温室効果ガスを「2008（平成 20）年度から 2012（平成 24）年度の 5年間で

1990（平成 2）年度（代替フロン等 3ガスについては、1995（平成 7）年度）と比較し、

6％削減する」ことを目標とし、最終的に基準年度比 8.4%減で目標を達成しました。（森

林等吸収源及び京都メカニズムクレジット（排出量取引制度）を含む。） 

② パリ協定 

2015（平成 27）年にパリで開かれた第 21 回締約国会議（COP21）では、途上国を含

む全ての国が参加する 2020（平成 32）年以降の新たな温暖化対策「パリ協定」が採択さ

れました。世界の平均気温上昇を産業革命前から 2℃より十分低く抑え、1.5℃未満に向け

て努力することや，今世紀後半の温室効果ガスの人為的な排出と吸収の均衡などを目指す

としています。 

表 1-2 京都議定書とパリ協定の主な比較 

 京都議定書 パリ協定 

参加国（義務国） EU中心に 15カ国 ほぼ全ての国と地域 

削減目標 先進国全体で1999年比5.2％

削減。 

全ての国が独自に定める 

目標達成期間 2008 年から 2012年 削減目標を 5年ごとに提出・更新。 

世界共通の目標 なし 産業革命前からの平均気温上昇を 2℃未

満に抑制 

適応策 なし 適応策の長期目標の設定、適応報告書の提

出 

特記事項 排出大国不参加（米国、中国等） 排出大国参加（米国、中国、インド等） 

③ ＳＤＧｓ（エスディージーズ） 

2015（平成 27）年の国連サミットでは「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」

が採択され、先進国と開発途上国がともに取り組むべき国際社会全体の普遍的な目標を設

定しました。地球環境だけでなく、経済・社会などの複数の課題を統合的に解決すること、

また一つの行動によって複数の側面における利益を生み出すマルチベネフィットを目指す

必要性が示されています。 

このように、地球温暖化対策は歴史的な京都議定書の時代からパリ協定への時代へと大

きく踏み出したのです。 

※アメリカは 2017 年 6 月にトランプ大統領

が脱退する方針を表明している。 
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SDGｓとは 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

持続可能な開発目標（SDGｓ）とは，2015 年の国連サミットで採択された 2030

年までの国際目標です。「誰一人取り残さない」を理念として，全ての国が取り組む

べきものであり，持続可能な社会を実現するための 17のゴールと 169 のターゲット

から構成されています。 

持続可能な開発目標 

SDGｓの概念を右図で表しています。

木の根に最も近い枝葉の層は環境であ

り，環境が全ての根底にあり，その基盤

上に社会経済活動が依存しています。ま

た，木が健全に生育するためには，木の

幹が枝葉をしっかり支えるとともに，水

や養分を隅々まで行き渡らせる必要があ

ります。木の幹に例えられているガバナ

ンスは，SDGｓが目指す環境，経済，社

会の三側面の統合的向上を達成する手段

として不可欠なものになります。 

 

日本は，2018 年の SDGs の達成

度ランキングで156か国中15位に

入りました。しかし，2017 年の 11

位からは順位を落としています。日

本は，SDGｓの 17 目標の中で取り

組みを加速する必要がある項目と

して右図の 5 つが指摘されていま

す。その中には，「気候変動に具体

的な対策を」も含まれており，日本

政府として「SDGｓアクションプラ

ン」の中で注力する８分野の一つに

も位置づけています。 

 

日本は世界で 15位 
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(2) 日本の取り組み 

① 京都議定書の結果と東日本大震災の影響 

日本は京都議定書第一約束期間（2008（平成 20）年～2012（平成 24））年における

温室効果ガス削減対策を、「京都議定書目標達成計画」（平成 20年 3月 28日閣議決定）

により進めましたが、その結果は基準年 1990（平成２）年比 6％削減の目標に対し、1.4％

増加という結果でした。ただし、京都メカニズムクレジットを加味すると、最終的には基

準年比 8.7％削減を達成しています。 

その後、日本は 2013（平成 25）年以降の京都議定書第二約束期間には参加せず、2010

（平成 22）年のカンクン合意に基づき、2020年（平成 32）年までに 1990 年（平成２）

年比 25.0％削減を打ち出しました。 

しかし、2011（平成 23）年に起こった東日本大震災の影響により、電力の多くを火力

発電に依存せざるを得なくなりました。発電のために化石燃料を使用することから温室効

果ガス排出量が多くなってしまうこととなったため、削減目標値を 25％から 3.8％へ下方

修正されました。 

 

② 「地球温暖化対策計画」 

2016（平成 29）年に発効したパリ協定を踏まえ、日本では同年に「地球温暖化対策計

画」を閣議決定しました。この計画では、「日本の約束草案」に基づき 2030（平成 42）

年度に 2013（平成 25）年度比 26.0％の温室効果ガス削減という目標を設定しています。

この達成のために、抜本的な排出削減を可能とする革新的技術の開発・普及などイノベー

ションによる解決や、国内投資を促し国際競争力を高めるなど、世界全体での温室効果ガ

ス削減に貢献していくこととしています。 
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出典：「日本国温室効果ガスインベントリ報告書 2018 年」 

図 1-10 日本国内の温室効果ガス排出量の推移  
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出典：環境省 

図 1-11 気候変動と緩和策・適応策の関係 

③ 気候変動の影響への適応 

近年、気温の上昇、大雨の頻度の増加や、農作物の品質低下、動植物の分布域の変化、

熱中症リスクの増加など、気候変動の影響が全国各地で起きており、さらに今後、長期に

わたり拡大するおそれがあります。 

気候変動に関する政府間パネル（IPCC）の第 5次評価報告書では、気候変動の影響に対

処するため、温室効果ガスの排出の抑制等を行う「緩和」だけではなく、すでに現れてい

る影響や中長期的に避けられない影響に対して「適応」を進めることが求められています。 

我が国では、2015（平成 27）年に「気候変動の影響への適応計画」が、2018（平成

30）年には「気候変動適応法案」が閣議決定されました。 

気候変動の影響に対処し、国民の生命・財産を

将来にわたって守り、経済・社会の持続可能な発

展を図るためには、温室効果ガスの長期大幅削減

に全力で取り組むことはもちろん、現在生じてい

る。また，将来予測される被害の回避・軽減等を

図る気候変動への適応に、多様な関係者の連携・

協働によって、一体となって取り組むことが一層

重要となっています。 

 

④ 世界の中の日本 

ここまで、国際情勢に呼応した日本の取り組みの流れを示してきましたが、日本の温室

効果ガスの排出状況は、世界の中で比べてみるとどのような位置にいるのでしょうか。 

まず、世界の主な国の温室効果ガス排出状況は下図のとおりです。 
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 出典：UNFCCC 報告値（中国，韓国，インドのみ IEA「CO2 emissions from fuel combustion(2018 Edition)」） 

図 1-12 主要国の温室効果ガス排出量の状況 
 

http://www.env.go.jp/earth/tekiou.html
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出典：温室効果ガスインベントリオフィス 

全国地球温暖化防止活動推進センターウェブサイト（http://www.jccca.org/）より 

図 1-13 主要国の一人当たりの温室効果ガス排出量の推移 

 

さらに排出量の割合をみると、右図のとおりです。 

 

 

このように、日本は、排出量においても全体の割合

においても、世界の主要国の中で5番目に多い国とな

っています。 

 

 

 

 

 

 

さらに、国民一人当たりの排出量を国別に示したものは下図のとおりです。 
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上位からアメリカ、カナダ、ロシアと続き、日本は 6番目の位置にあります。 

世界の中にあっても、日本は温室効果ガス排出量が多い国と言えます。そのため、温室

効果ガス削減に向けて果たすべき役割をしっかりと認識して、地球温暖化対策を進めてい

くことが必要です。 

 

 

 

 

出典：UNFCCC 報告値（中国，韓国，インドのみ IEA「CO2 emissions from fuel combustion(2018 Edition)」） 

図 1-14 主要国の一人当たりの温室効果ガス排出量の推移 
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「京都メカニズム」とは 

「カンクン合意」とは 

パリ協定以後の主要排出国の削減目標値 

 

 

 

 

 

京都議定書では、温室効果ガス削減の目標達成をより確実に実行するため、京都メカニ

ズムと呼ばれる柔軟措置が規定されました。京都メカニズムは、クリーン開発メカニズム、

排出量取引、共同実施の 3 つの仕組みを総称したものであり、国家間での温室効果ガスの

取引を目標達成に利用するというものでした。 

 ●クリーン開発メカニズム 

先進国から途上国へ技術・資金等の提供をすることにより排出削減された温室効果ガス

の一部を、一定の条件のもとで先進国の温室効果ガス排出量に充当することができる制度。 

 ●排出量取引 

先進国間で割り当て排出量を下回った者が、割り当て排出量を上回った者に残量分を売

買できる制度。 

 ●共同実施 

先進国が共同で温暖化対策事業を行い、そこで得られた削減量を分け合う制度。 

 

 

2010（平成 22）年 11 月から 12 月にメキシコのカンクンで開催された COP16（国連

気候変動枠組み条約第 16回締約国会議）において、工業化以前からの全球平均気温上昇を

2℃未満に抑えるためには温室効果ガス排出量を大幅に削減する必要があることを各国が

認識し、先進国と途上国双方が同じ枠組みの中に位置付けられることとなりました。 

これを受け、翌年の南アフリカのダーバンで開催された COP17 において、新たな国際

協定がスタートする 2020（平成 42）年までは各国が独自に定めた削減目標に向けて地球

温暖化対策を進めることが合意されました。この一連の動きを総称してカンクン合意と言

われています。 

また、ここで言う「新たな国際協定」はパリ協定として結実しました。 

 

 

パリ協定の履行に向けて各国が国連気候

変動枠組条約に提出した約束案のうち、主要

排出国の削減目標値は右表のとおりです。 

日本は、削減率こそ他国に比べると低いで

すが、基準年を 2013 年としており、これは、

主要排出の国中では一番の直近年であり、基

準年における排出量に勘案すると、決して低

い目標値ではありません。 

国 削減目標値 基準年

中国 60％‐65％ 2005年
アメリカ 26％‐28％ 2005年
ロシア 70％‐75％ 1990年
インド 33％‐35％ 2005年
日本 26% 2013年
EU 40% 1990年

※目標到達年はアメリカ以外すべて

2030 年。アメリカのみ2025 年。 
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■ 基本的方向（計画書第 1 章） 

 ●中期的目標 

2030（平成 42）年度に 2013（平成 25）年度比 26.0％の温室効果ガス削減 

 

 ~6 つのコンセプト（基本的考え方）~ 

１）環境・経済・社会の統合的向上 

地球温暖化対策が、経済活性化、雇用創出、地域問題の解決に繋がるよう推進 

２）「日本の約束草案」に掲げられた対策を着実に実行 

３）パリ協定への対応 

パリ協定で世界共通目標となった「地球の平均気温の上昇を 2℃未満に抑える」た

めに,技術革新及び社会構造やライフスタイルの変革等について検討 

４）優れた低炭素技術の普及等による世界の温室効果ガス削減への貢献 

  「エネルギー・環境イノベーション戦略」に基づき有望分野での技術革新を強化 

５）全ての主体の意識変革、行動喚起、連携強化 

国、地方公共団体、事業者、国民といった全ての主体が参加・連携していくために

知見や情報の共有化により、各主体の意識改革や行動喚起につなげていく。 

６）PDCAの重視 

  施策の進捗に対し対策評価指標を用いて、計画の進捗を点検していく。 

 

■ 主要な施策（計画書第 3 章） 

  産業部門の取組              

〇低炭素社会実行計画の着実な実施と評価・検証 

〇設備・機器の省エネとエネルギー管理の徹底 

 ・省エネ性能の高い設備・機器の導入 

・エネルギーマネージメントシステム（FEMS）の利用 

 

  業務その他部門の取組           

〇建築物の省エネ対策 

 ・新築建築物の省エネ基準適合義務化・既存建築物の省エネ改修 

・ZEB（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）の推進 

〇機器の省エネ 

〇エネルギー管理の徹底 

国の「地球温暖化対策計画」の概要 

も っ と 詳

し

く 

し

し

く 

く

し

く 

！

し

く 

＜中期的目標＞ 

2030（平成 42）年度に 2013（平成 25）年度比 26.0％の温室効果ガス削減 
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エネルギーマネジメントシステム（BEMS） 

省エネ診断等による徹底したエネルギー管理 

〇国民運動の推進 

  

  家庭部門の取組               

〇住宅の省エネ対策 

新築住宅の省エネ基準適合義務化、既存住宅の

断熱改修、ZEH（ネット・ゼロ・エネルギー・ハ

ウス）の推進 

〇機器の省エネ 

LED 等の高効率照明を 2030 年度までにストッ

クで 100％、家庭用燃料電池を 2030 年時点で

530万台導入、トップランナー制度による省エネ性能向上 

〇エネルギー管理の徹底 

 ・エネルギーマネジメントシステム（HEMS） 

・スマートメーターを利用したエネルギー管理 

 

  運輸部門の取組               

〇次世代自動車の普及、燃費改善 

次世代自動車の普及（EV、FCV等）の新車販売

に占める割合を5割～7割に 

〇その他運輸部門対策 

交通流対策の推進、エコドライブ、公共交通機

関の利用促進、低炭素物流の推進、モーダルシフト 

  

  エネルギー転換部門の取組）          

〇再生可能エネルギーの最大限の導入 

固定価格買取制度の適切な運用・見直し、系統整備

や系統運用ルールの整備ー 

〇火力発電の高効率化等 

省エネ法・高度化等による電力業界全体の取組の実

効性確保 

〇非省エネ起源CO₂、CH₄、N₂O、代替フロン等4ガス、 

・森林吸収源対策等の推進 
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第 2 章 柏市の温暖化対策の歩みと現状 
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２－１ 柏市の地球温暖化対策の歩み 

(1) 京都議定書の採択と「柏市地球温暖化対策計画」 

1997（平成 9）年 12 月、気候変動枠組条約締結国会議で「京都議定書」が採択され、

日本を含めた先進国を中心に地球温暖化対策を始動する基盤が構築されました。 

柏市でも京都市に次いで全国で二番目に「地球温暖化対策条例」を 2007 年（平成 19

年）に制定し、あわせて 2008（平成 20）年度から 2012（平成 24）年度を期間とする柏

市地球温暖化対策計画をスタートさせました。このスキームは、京都議定書に沿ったもの

で、削減目標も同議定書に基づき日本が国として定めた“2012 年度までに 1990 年比 6%

の温室効果ガス削減”という目標をそのまま取り入れました。また、その施策は省エネルギ

ー化を中心としたものでした。 

(2) 東日本大震災の影響と「第二期柏市地球温暖化対策計画」 

京都議定書の削減目標については、日本全体として温室効果ガス排出量は増加したもの

の、森林吸収量といわゆる京都メカニズムクレジット（二国間での削減量取引など）を加

味し目標を達成しました。一方、柏市の 2008（平成 20）年～2012（平成 24）年の平均

温室効果ガス削減量は 1990 年比の約２％削減にとどまり、目標達成まで至りませんでし

た。 

この期間には、2011（平成 23）年の東日本大震災によって日本の電力事情は一変し、

火力発電（主に石炭、石油）に大きく依存せざるを得なくなったため温室効果ガス排出量

が増加し、再生可能エネルギーの必要性が、あらためて社会的に強く注目されました。 

 

 

図 ２-1 日本の電源構成の推移 
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こうした中、2013（平成 25）年に策定した「柏市第二期地球温暖化対策計画」では、

再生可能エネルギーの普及と省エネルギー化の推進を一体的に進めることなどを中心施策

とし、2020（平成 32）年度までを期間としています。目標値については、京都議定書の

第一約束期間終了以後、日本は第二約束期間には参加しなかったため、カンクン合意に基

づき、日本が独自に設定した「2020（平成 32）年度までに 2005（平成 17）年度比 3.8％

削減」の目標に合わせ、柏市でも同じ目標値を設定しました。この計画における中心的施

策は社会情勢の大きな変化を踏まえ、前計画から引き継いだ省エネルギー化に創エネルギ

ー（再生可能エネルギーの普及）を加え、双方を関連づけて取り組むというものでした。 

 

(3) パリ協定の時代へ 

京都議定書の約束期間が 2020（平成 33）年で終了することから、それ以降の新たな地

球温暖化対策のあり方が国際的に議論され、2015（平成 27）年に気候変動枠組条約締結

国会議で「パリ協定」が採択されました。2020（平成 32）年からは、このパリ協定に基

づき、 

●産業革命前からの世界の平均気温上昇を「2℃未満」に抑える。加えて、平均気温上昇

を「1.5℃未満」を目指す。  

●温室効果ガスの排出削減と吸収の対策を行う「緩和策」とともに、気候変動への適応

に関する能力を向上していく「適応策」に取り組む。 

 ことがほぼ全世界各国の共通目標とされました。 

こうして、地球温暖化対策は画期的だった京都議定書の時代から、新しい時代認識、新

しい共通目標のパリ協定の時代へと移行します。 

これを受け、日本は国として 2016（平成 28）年に新しい「地球温暖化対策計画」を閣

議決定し、“2030（平成 42）年に 2013（平成 25）年度比 26.0％削減”の新たな削減目標

を設定しました。 

 

以上のような温暖化対策の新しい時代の移行にあたり、現行の柏市の地球温暖化対策も

それに合わせていく必要が生じてきており、現行の「第二期柏市地球温暖化対策計画」を

改訂し、「第三期柏市地球温暖化対策計画」を策定するものです。 
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2-2 柏市の温暖化対策の現状 

「第二期柏市地球温暖化対策計画」における主な事業取組の現状を目指す将来社会像別

に示します。 

(1) エネルギーを賢く使う街 

・エコハウス補助金による家庭への創エネ・省エネ機器導入支援 

エコハウス促進総合補助金の交付により、家庭向けの省エネ機器導入を促進しています。

平成25年度から平成29年度までの累計で約1,600t-CO2の温室効果ガス削減に貢献して

います。 

項目 H26 H27 H28 H29 

エコ窓改修 56 件 82 件 69 件 70 件 

太陽光発電設備 6 件 40 件 270 件 190 件 

HEMS 6 件 11 件 35 件 25 件 

家庭用燃料電池 36 件 93 件 100 件 110 件 

蓄電池システム 1 件 12 件 43 件 76 件 

電気自動車充給電設備 0 5 件 2 件 廃止 

太陽熱利用システム - - 5 件 0 件 

補助支出額 8,404 千円 21,774 千円 37,315 千円 35,023 千円 

 

 

(2) 緑と自然を活かす街 

CO2 の吸収源として、また、生物多様性の確保やヒートアイランド対策の視点からも、

どのように緑地面積を維持・創出していくかが課題となります。 

 

項目 H26 H27 H28 H29 

緑の保護地区 68.8ha 67.3ha 67.4ha 63.7ha 

特別緑地保全地区 2.4ha 2.4ha 3.2ha 3.2ha 
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(3) 健康で生きがいのある街 

・市民の外出、集中化による省エネルギーの推進 

柏市では、地域の活性化と家庭の省エネを両立させることを目指し、市民の外出促進策

を推進してきました。今後、高齢化が見込まれる中で、個々の健康づくりや生きがいづく

り、地域交流の一貫としても重要です。 

 

 

(4) 世代を超えて学び合う街 

市民ボランティア（ストップ温暖化サポーター）やNPO法人かしわ環境ステーションな

どの市民団体が、幅広い世代を対象とした各種環境講座やイベントを開催しています。 

 

 

 

 

 

 

項目 H26 H27 H28 H29 

高齢者等の居場所の数 170 箇所 178 箇所 209 箇所 209 箇所 

手賀沼ふれあいウォーク参加者 348 人 531 人 106 人 122 人 

地域ウォーキング講座参加者 235 人 251 人 399 人 151 人 

ウォーキングパスポート交付数 590 部 267 部 123 部 自由取得に 

変更 

フットパスイベント参加者数 20 人 26 人 39 人 49 人 
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第二期計画の目標 

2020（平成 32）年度までに 2005（平成 17）年度比 3.8％削減 

 

二酸化炭素

2475.2
99.6%

メタン

0.3
0.01%

一酸化二窒素

5.2
0.2%

ハイドロフルオロカーボン

3.8
0.2%

温室効果ガス

総量（2015年）

2,484千t－CO2

図 ２-3 温室効果ガスの内訳 

 

2-3 温室効果ガス排出量の現状 

(4) 温室効果ガス排出量 

① 第二期計画の目標達成状況 

 

 
 

2015（平成 27）年度における温室効果ガス排出量は 2,484 千ｔ-CO２で，2005（平成

17）年度比 2.9％減となっており、目標を達成できていません。 

なお、この数値は最新の国のマニュアルに基づき、過去に遡及して算出していますので、

毎年度発行している「第二期柏市地球温暖化対策計画実績報告書」の数値とは若干異なり

ます。 
 

 
 
 

図 ２-2 温室効果ガス排出量の推移 

② 温室効果ガスの内訳 

2015（平成 27）年度の温室効果ガス

排出量の内訳は、CO２が 99.6％と過半

を占めています。 
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(2) 部門別の排出量 

① 産業部門 

産業部門においては、2005（平成 17）年度から 2012（平成 24）年度にかけて、約

半分に減少しています。事業者の省エネ努力の成果が見られるとともに、工業出荷額の

減少も要因と考えられます。2014（平成 26）年度から 2015（平成 27）年度にかけて、

工業出荷額が増えるとともに温室効果ガス排出量も増加しています。 

エネルギー内訳別でみると、後述する業務部門とは異なり、電力の占める比重が低く、

石炭・石油といった化石燃料が過半を占めています。 

また業種別では、各年とも化学・パルプと鉄鋼・非鉄・窒業土石で全体の 90％を占め

ていますが、この統計は国の最新マニュアルにより算出したもので、千葉県全体での数

値を柏市の数値で按分して算出しています。千葉県の平成 26年工業統計調査によると出

荷額ベースで化学・鉄鋼で全体の約 36％を占めており、統計上この傾向に影響されてし

まうことには一定の留意が必要です。 

 

 

 

261 246 
369 

281 
364 

301 246 258 268 244 238 

264 238 
81 

23 

18 
33 

18 42 66 81 101 

567 
513 

477 

407 

447 
422 

293 203 
207 202 

406 

51 

48 
44 

35 

44 
41 

45 
37 

37 38 

52 

167 

129 
149 

118 

117 

105 

124 
129 

129 120 

137 

1,310 

1,176 
1,120 

863 

989 

902 

726 
669 

708 684 

934 

0

500

1000

1500

2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015

石炭 石炭製品 石油 天然ガス・都市ガス 電力

（千t-CO2）

（年）
 

図 ２-4 産業部門の温室効果ガス排出総量とエネルギー種類別の内訳の推移 
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図 ２-5 工業出荷額の推移 
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図 ２-6 工業業種別の温室効果ガス排出量の推移 
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電力

364,315
72%

都市ガス

97,701
19%

灯油

29,121
6%

LPガス

12,918
3%

単位（千t-CO2)

② 家庭部門 

 家庭部門における温室効果ガス排出状況は、2005（平成 17）年から増加傾向が続き、2013

（平成 25）年をピークに減少基調に転じています。 

 家庭におけるエネルギー種別の内訳では、電力が約 70％を占めている点から見ても、2012

（平成 24）年、2013（平成 25）年の増加は、東日本大震災による日本全体の電力事情の大

きな変化（CO2排出係数の高い火力発電の大幅な増加、55頁のコラム参照）が背景としてあ

ります。  

 その後の 2014（平成 26）年以降の減少傾向については、この間に人口や世帯数が増加し

ていながらも、再生可能エネルギーの普及や省エネルギー化の成果が表れているとも考えら

れます。 

 家庭部門では、電力の割合が 2015年度で 

全体の 72％を占めており、節電を中心とした 

省エネルギー化を進めることが家庭の温室効果 

ガス削減に大きくつながります。 

 

 

 

 

図 ２-7 エネルギー種別の内訳（2015 年度） 
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図 ２-8 家庭部門の温室効果ガス排出量とエネルギー種類別の内訳の推移 
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図 ２-9 人口及び世帯数の推移 
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図 ２-10 市全体及び世帯当たりの温室効果ガス排出量の推移 
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③ 業務部門 

 業務部門における温室効果ガス排出量は、2009（平成 21）年を除き、2005（平成 17）

年から 2013（平成 25）年にかけて増加し、その後、2014（平成 26）年度からは減少に転

じています。全体的には 500 千 t-CO2前後で推移しており，2012（平成 24）、2013（平

成 25）年の増加は、家庭部門と同様に、東日本大震災による日本全体の電力事情の変化によ

るものと考えられます。 

 また、柏市の業務延床面積は、2005（平成 17）年度から 2008（平成 20）年度にかけて

増加し、その後はほぼ横ばいになっています。このことから、市内事業所の省エネ等の取り

組み等の成果が表れていると考えられます。 

 エネルギー種別では、家庭部門と同様に電力の割合が高く、節電や省エネルギー化を推進

していくことが重要になります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ２-11 業務部門の温室効果ガス排出量とエネルギー種類別の内訳の推移 
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図 ２-12 業務延床面積の推移 
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④ 運輸部門 

 運輸部門について、柏市の自動車保有台数は、2010（平成 22）年で減少が見られたもの

の、2005（平成 17）年度から緩やかに増加しています。一方で、温室効果ガス排出量は、

概ね横ばいとなっています。これは，市内における低公害車の台数が増加しており，自動車

保有台数全体のうち，低公害車が占める割合が増加してきていることにより，温室効果ガス

の排出が一定程度抑制される傾向に進んでいると考えられます。 
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図 ２-13 運輸部門の温室効果ガス排出量の推移 
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図 ２-14 自動車の保有台数の推移 
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⑤ 廃棄物部門 

 廃棄物部門について、柏市の廃プラスチック燃焼量が 2011 年から 2012 年に増加したこ

とに伴い、温室効果ガス排出量も増加しています。 
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図 ２-15 廃棄物部門の温室効果ガス排出量の推移 
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図 ２-16 廃プラスチック焼却量の推移 
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第３章 柏市の温暖化対策の基本方針と削減目標 
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３－１ 柏市の概況 

(1) 地理的条件 

柏市は、千葉県の北西部に位置し、東西の距離は約 18キロメートル、南北の距離は約

15キロメートル、面積は 114.74 平方キロメートルです。隣接する市は、東に我孫子市・

印西市、利根川をはさんで茨城県取手市・守谷市、南に鎌ヶ谷市・白井市、西に松戸市・

流山市、北に野田市となっています。地形はおおむね平坦であり、下総台地の広い台地

上を中心に、市街地や里山が形成されています。また、台地に入り込んだ大堀川、大津

川などの川沿いや、手賀沼や利根川沿いに分布している低地では、干拓事業や治水事業

なども進められ、まとまった農地等となっています。 

 

(2) 人口 

2015（平成 27）年の柏市の人口は約 41万 4千人ですが、今後の人口推計では，2025

（平成 37）年まで増加し続けピークを迎えたのち、緩やかに減少基調に入る見込みです。 

また、高齢化が進行しており、65歳以上は 2005（平成 17）年には 15.9％でしたが、

2035（平成 47）年には 28.2％まで増加する見込みです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：実績値は「国勢調査」、推計値は「柏市の将来人口推計」 

※端数四捨五入処理のため区分の積み上げと合計が不一致の部分有り 

図 3-1 年齢３区分別人口の推移・推計 
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(3) 土地利用 

柏市の土地利用の推移を地目別にみると、2016(平成 28)年では，田・畑や山林・原

野、池沼などの自然・農業地的土地利用が 33.1%を占めています。しかし、都市化に伴

い、農業的土地利用は年々減少傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：柏市統計書 ※端数四捨五入処理のため、区分の積み上げと合計が不一致の部分有り 

  ※雑種地…ゴルフ場、鉄軌道等 その他…道路、公園等 

図 3-2 地目別土地利用の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国土数値情報 土地利用細分メッシュデータ 

図 3-3 土地利用状況 
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農水漁業 214（0.1%）

建設業

8,201(5.4%)
11,730

30,567 金融業,保険業

4,350（2.9%）

不動産業,物品賃貸業

4,152(2.8%)

宿泊業,飲食サービス業 15,238(10.1%)

20,832生活関連サービス業,

娯楽業8,836(5.9%)

13,561

運輸業,郵便業

9,903(6.6%)

公務

5,497(3.6%)

17,590

（13.8%）

医療,福祉

卸売業・小売業

（20.3%）

その他

（12.0%）
（7.8%）

製造業

（9.0%）

サービス業

（単位：人）

4,115,244 

繊維 661,926 (2.5%)

731,682 (2.8%)

化学 299,501 (1.1%)

1,677,071(6.4%)

286,855(1.1%)

1,579,636(6.0%)

1,435,638(5.5%)

2,994,014 

21,116,147(8.1%)

632,243(2.4%)

5,414,994 

その他

1,031,207 (3.9%)

食料品

金属製品

(15.7%)

（8.1%）

電気機械

（20．6%）

パルプ・紙

プラスチック

ゴム

窯業・土石

鉄鋼

生産用機械

業務用機械

（単位：万円）

(4) 産業 
 

① 産業構造（従業者数ベース） 

従業者数ベースで見る柏市の産業構造は、第一次産業（0.1％）、第二次産業（製造業、

建設業）に比べ、第三次産業（小売等のサービス業）が大部分を占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：経済センサス 

図 3-4 産業構造 

② 工業 

業種別の出荷額割合では、電気機械、食料品、金属製品、生産用機械の順に多くなって

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      ※従業員３人以下の事業所は含まず                  出典：柏市統計書 

※「飲料・たばこ」「木材・木製品」【石油】・石炭」「非鉄」業種は、秘匿数のため含まず 

図 3-5 業種別製造品出荷額等の割合 
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３－２ 概況から見て取れる柏市の都市としての特徴 

 

 概況から見て取れる柏市の都市としての特徴は、次のとおりです。 

 

 ●自然環境に比較的恵まれており、手賀沼をはじめとする湖沼河川の自然が豊かである。 

 ●湖沼や河川、田・畑や山林・原野などを含めた自然・農業地的土地利用が、市面積の３分

の１程度を占める。 

 ●当面は、人口増加が続く見込みである一方で、少子高齢化は確実に進行していく。 

 ●産業構造は、第 3次産業が多くを占め、第二次産業（製造業）では電気機械製造、食料品

製造が多い。 

 

 これらの特徴を踏まえて、温室効果ガス削減目標の設定や温暖化対策を進めていく必要があ

ります。 
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３－３ 本計画が目指す将来社会像 

 

第二期柏市地球温暖化対策計画では、基本コンセプト（将来社会像）を「持続可能な低

炭素ライフへの転換」と定めました。この持続可能というキーワードは、パリ協定が発効

し、全世界で地球温暖化対策を取り組む今日においては、ますます重要になることは言う

までもありません。 

さらに、パリ協定では、気候変動の影響に対応していくために、いわゆる適応策につい

ても言及し、わが国でも 2018（平成 30）年に気候変動適応法が施行されました。背景と

しては、気候変動がもたらす災害などにより、私たちの「安全」が脅かされることを認識

して，対処しなければならない状況にあることを意味しています。 

本計画では、第二期柏市地球温暖化対策計画における理念を引き継ぎ、さらに安全安心

な社会を目指す意味を込めて、将来社会像を次のように定めます。 

 

 

≪将来社会像≫ 

 

安心で持続可能な社会を目指した低炭素スタイルの実現 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イメージ画像 



 

 46 

３－４ 柏市の温暖化対策の基本方針 

 

柏市の温室効果ガスの排出状況や地域特性などを踏まえ、本計画における将来像を目指

すための温暖化対策の基本方針は、次のとおりとします。 

 

 

（１）緩和策と適応策の両輪で推進 

 

温暖化対策の潮流は、パリ協定の

ほか、2018（平成 30）年の気候変

動適応法の施行など、気候変動への

対応が可能な環境づくりにも幅を広

げようとしています。 

本計画から、従来の温室効果ガス

の排出抑制を行う「緩和策」に加え、

温暖化がもたらす気候変動等に対応

していく「適応策」を盛り込み、そ

の両策をもって地球温暖化対策と位

置づけます。 

 

 

 

 

（２）緩和策は４つの施策の柱で体系化 

 

温室効果ガスの排出抑制を行う緩和策は、以下の４つの施策を柱として設定し、体系

的に整理します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

省エネルギーの推進・再生可能エネルギーの

創出・蓄エネルギーへの転換 

緑地と農地の保全 

エコな移動手段による外出促進 

 
環境に配慮したまちづくりの促進 
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率先的取り組み・情報提供 

啓発・先進取り組み奨励など 

（３）削減目標は柏市の実情を考慮して設定 

 

我が国では，パリ協定発効を前提とした 2014（平成 26）年閣議決定の地球温暖化対

策計画において、2030（平成 42）年度までに 2013（平成 25）年度比２６%の温室効

果ガスの削減目標値を設定しています。 

柏市においては、例えば人口や世帯は本計画期間（後述）内では今後も増加する見込

みであることなどを踏まえ、可能な限り、柏市の自然的社会的条件を考慮し、削減目標

値を検討していきます。 

 

（４）わかりやすい指標の設定 

 

排出された温室効果ガスを可視化することができないため、地球温暖化への取り組み

方やその成果がわかりにくくなっていることは否定できません。 

そこで、目標達成に向けた消費電力削減量など、取り組みやすく、また、わかりやす

い指標を補助的に設定します。 

 

（５）各主体の役割分担と相互の連携のもとに温暖化対策を推進 

 

地球温暖化対策は、行政の取り組みだけでは成し得ず、市民一人ひとりの意識や行動、

事業者の取り組み、そして行政自体の取り組みと市民、事業者への支援、などが相互に

連携することで、はじめてその効果を生み出します。 

 

 市民 ：日常生活における環境配慮行動（省エネなど） 

 事業者：生産性の向上とエネルギー効率化の両立化 

 行政 ：事業所としての率先的取り組み、市民や事業所の取り組みへの支援 

各主体の役割分担と相互連携により、地球温暖化対策を進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市民 事業者 

柏市 

日常生活における環境配慮行動 生産性の向上とエネルギー効率化

の両立化 

支援 支援 

連携協働 
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低炭素型の 
都市・地域づくりの推進 

  

 

気候変動に対する 
適応策の推進 

（防災・減災を含む） 
 

再生可能エネルギーの 
導入拡大及び 

省エネルギーの推進 
 

魅力あふれる 
区域の実現 

 
・良質な生活 

・住民の利益の創出 
・地域の再生・活性化 

●生活の質の向上・健康福祉 
・公共交通の充実及び維持による移動時間の短縮，移動

機会の増加 

・コンパクトシティ化（歩いて暮らせるまちづくり）に

よる健康の増進 

●地域経済への波及 

・光熱費に係る域外支出削減 

・公共交通利用による地域経済への波及効果 

・コンパクトシティ化による中心市街地の活性化及び

不動産価値の向上 

●生活の質の向上・健康福祉 

・高断熱住宅による健康・快適性の向上 

●地域経済への波及 
・地域の資源を活用した再生可能エ

ネルギー利用による地域内経済循

環の促進 

●日常生活のリスク低減 

・高断熱住宅によるヒートショックの防止 

・地域内エネルギー自給率の向上 

●地域環境の改善 

・豊かな水と緑のある憩いの空間の確保 

・自然を活かした街の魅力の向上 

・緑地や廃熱利用によるヒートアイランド現象の緩

和，熱中症の予防 

・公共交通機関利用に伴う自動車交通量減少による

大気環境の改善 

●非常時のリスク低減 
・災害時の避難場所（緑地）の確保 

・洪水やゲリラ豪雨への対応 

・再生可能エネルギー等による非常用電源の確保 

●地域環境の保全 

・生物多様性の保全 

・良好な景観の保全 

（６）基礎自治体が取り組む意義の明確化 

 

地球温暖化は、世界各国をあげて解決していかなければならない地球規模の問題です。

我が国においても、各都道府県が、各自治体が、そして市民一人一人が、温暖化問題に

向き合っていかなければなりません。 

温暖化対策の一つである、省エネ生活には、温室効果ガス削減という効果だけでなく、

節約や効率化による経済的なメリットが、さらに省エネ家電の普及による地域経済への

波及効果が期待できます。また、緑地の保全には、CO2 吸収効果のほかに、景観保全や

ヒートアイランド現象の緩和といった効果もあります。 

よって、「安全かつ快適な暮らしを持続させる」「地域社会を活性化させる」（＝持

続可能な社会を実現する）ための対策が結果的に温暖化対策につながる、という視点を

持つことが重要です。そして、基礎自治体は市民生活に密着した様々な施策のほかに、

区域内の広い視点で環境配慮のまちづくりを担う施策も行います。これにより地域の重

層的な問題解決が期待でき、また、より市民生活に身近で実行性のある温暖化対策を進

めることが出来ます。こうした視点をもって、柏市は地球温暖化対策を進めていきます。 
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（７）部門別の排出傾向を踏まえた対策の方向付け 

 

削減目標に向け、各部門で一律に CO2の削減を目指すのではなく、現状に立脚して部

門ごと（産業部門、家庭部門、業務部門、運輸部門、廃棄物部門）の傾向をつかみ、そ

れぞれの方向性を見出していきます。 

 

● 産業部門と業務部門 

エネルギー効率化の促進と支援により、活力を維持しつつ、CO2の削減を図っていき

ます。 

● 家庭部門 

今後も省エネと創エネの促進と支援により、CO2を削減していくことを目指します。 

また、蓄エネ（エネルギーを蓄えて、必要な時に再生可能エネルギーを使う）につい

ても支援し、創エネとの相乗効果を図ります。 

● 運輸部門 

これまで一定程度、CO2の排出抑制が出来てはいますが、今後は街の活力を維持しな

がらも、排出抑制から減少基調への転換を目指していきます。 

● 廃棄物部門 

ごみの減量による焼却負荷の低減や、計画的な施設の老朽化対策の実施による処理

の高度化により、CO2の削減を目指していきます。 

 

 

（8）多くの人々が取り組めるために 

 

現在も環境配慮を実践している市民の皆さんや事業者が、継続して取り組んでいくため

には、何らかのインセンティブがあることが望ましく、あらたに取り組もうとする場合

も同様です。 

 このため、優れた取り組みを行う事業者の活動内容を広くＰＲする、優れた実践を行

う市民を表彰するなど、より多くの人々が取り組みたいと思うような仕組みづくりを検

討していきます。 
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３－５ 本計画のスキーム 

（１）本計画の位置付け 

本計画は、地球温暖化対策の推進に関する法律(平成十年十月九日法律第百十七号）第

4条第 1項、２項に定める柏市における区域施策編計画とするほか、気候変動適応法(平

成三十年六月十三日法律第五十号）第 4条に定める計画とします。 

また、本市における各種計画との関係関連は、以下のとおりとします。 

 なお、一事業所としての柏市役所の温暖化対策（事務事業編計画）は本計画とは別に

策定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）計画期間 

本計画の期間は、2019（平成 31）年度から 2030（平成 42）年度までとします。 

なお、過去の計画との連続性については、第二期柏市地球温暖化対策計画（平成 25年

度策定）を引き継ぐ計画とし、あわせて、同計画は 2018（平成 30）年度をもって終期

とします。また、中間年度（2025 年度前後）には見直しを行います。 

 

 

 

柏市第五次総合計画 

柏市環境基本計画（第三期） 

地球温暖化対策計画（国） 

即して 

策定 

●環境・都市基盤 

 
           

 

          

柏市地球温暖化 

対策計画 

●経済・活力 

 
 

●健康・サポート 

 
 

立地適正化計画 

一般廃棄物処理基本計画 

緑の基本計画 

観光基本計画 

都市農業活性化計画 

第２期中心市街地活性化基本計画 

健康増進計画 

第３期地域健康福祉計画 

第７期高齢者いきいきプラン２１ 

都市計画マスタープラン 

総合交通計画 

柏市の取り組み

2030年に2013年度比26％減

第三期　柏市地球温暖化対策計画

暫定的に2005年比3.8％減

第二期　柏市地球温暖化対策計画

2014年 2016年 2019年 2030年

国際枠組

日本の取り組み

ポスト京都議定書へ

向けた枠組み構築議論
パリ協定（5年ごとに見直し）

2050年に2013年比80％減

国の方針に沿い新計画で実行

低炭素まちづくり計画 
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（３）温室効果ガスの削減目標年度・基準年・削減目標値 

 1998（平成 10）年に制定された「地球温暖化対策の推進に関する法律」では、その第四

条において、温暖化対策に関する地方自治体の責務が明記されています。また、国の「地球

温暖化対策計画」において、都道府県、政令指定都市、中核市は“本計画に即して地方公共団

体実行計画において、（中略）温室効果ガスの抑制等を行うための施策に関する事項を定め

る計画を策定し実施する”と明記されています。 

 

 地球温暖化問題自体は、グローバルな問題であり、だからこそパリ協定は大きな意味をも

っています。それを前提に日本は国として 26％削減を約束草案として提出し、その実現に向

けた取り組みを既に開始しています。パリ協定に基づき、いわば国際公約として日本は、こ

の目標に向かって、国、各自治体、事業者、市民などが役割分の下で温暖化対策に取り組む

ことになるのです。 

  

 基本方針で触れたとおり、削減目標値については、柏市の自然的社会的条件などを考慮し

て設定するとしています。 

 しかしながら、本計画が対象とする地球温暖化問題は、世界を挙げて取り組むべき問題で

あり、一自治体としての柏市も国と目標を共有し、歩調を合わせて対策を講じていくことが

必要となります。よって、本計画における柏市の温室効果ガスの削減目標値も基本的には国

と同様とするものとします。ただし、設定の条件や柏市の地理的、社会的要因とは一致しな

い点もあるため、可能な限りこうした要因を反映した目標値の設定を行います。 

 また、削減目標値の基準年や目標年度は、合理性及び理解しやすさの観点からも、国の計

画に歩調を合わせ、以下のとおりとします 

   

 ●基準年度：2013（平成 25）年度 

 ●目標年度：2030（平成 42）年度 
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① 国の温室効果ガス削減目標値を柏市の排出量に当てはめるとどうなる？  

 2016（平成 28）年閣議決定された国の「地球温暖化対策計画」では、26.0％の温室効果

ガス削減目標値を設定しています。その内訳は下表のとおりです。    

  

  
（単位:百万 t-CO2） 

  
基準年 目標値 基準年比削

減量 

基準年比削減

率(%) 2013 年 2030 年 

産業部門 429 401 28 6.53% 

家庭部門 201 122 79 39.30% 

業務部門・その他 279 168 111 39.78% 

運輸部門 225 163 62 27.56% 

エネルギ―転換部門 101 73 28 27.72% 

CO2合計 1,235 927 308 24.94% 

非エネルギーCO2 75.9 70.8 5.1 6.72% 

メタン 36 31.6 4.4 12.22% 

一酸化窒素 22.5 21.1 1.4 6.22% 

代替フロンガス等 38.6 28.9 9.7 25.13% 

GHG総合計 1,408 1,079.4 328.6 23.34% 

森林吸収分 
  

27.8 
 

農地土壌炭素吸収分 
  

9.1 
 

削減総計 1,408 1,042.5 365.5 25.96% 

 

ここに、柏市の地理的、社会的要因を加味すると次のとおりとなります。 

●柏市の温室効果ガスの 99％超はエネルギー起源 CO2であり、他の温室効果ガスの排出量は

僅かであるため、対策の対象からは外すこととします。 

●柏市には化石由来の発電設備がないため、エネルギー転換部門は対象外となり、削減目標

値には含めないこととします。 

●柏市における森林吸収効果はかなり限定的であるため、ここではカウントに含めないこと

とします。 
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 以上の条件付与によって抽出された項目とそれに付随する数値は下表のとおりとなります。

なお、 部分は柏市の実情合致しない項目ですので、これらを除いた項目の数値を抽出しま

した。 

  （単位:百万 t-CO2） 

 

基準年 目標値 基準年比削

減量 

基準年比削

減率(%) 2013 年 2030 年 

産業部門 429 401 28 6.53% 

家庭部門 201 122 79 39.30% 

業務部門・その他 279 168 111 39.78% 

運輸部門 225 163 62 27.56% 

エネルギ―転換部門 101 73 28 27.72% 

CO2合計 1,134 854 280 24.69% 

非エネルギーCO2 75.9 70.8 5.1 6.72% 

メタン 36 31.6 4.4 12.22% 

一酸化窒素 22.5 21.1 1.4 6.22% 

代替フロンガス等 38.6 28.9 9.7 25.13% 

GHG総合計 1,209.9 924.8 285.1 23.56% 

森林吸収分 
  

27.8 
 

農地土壌炭素吸収分 
  

9.1 
 

削減総計 1,209.9 924.8 285.1 23.56% 

 これにより、国の削減目標値 26％に柏市の地理的・社会的な要因を加味すると、削減割合

は 23～24％となることがわかります。 

 

② 各部門の削減目標値の設定 

 部門ごとの排出状況について、国全体と柏市を比較します。柏市の特性が浮き彫りとなっ

てきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-6 2013 年度における国と柏市の部門ごとでの排出状況 
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家庭部門

業務部門

運輸部門

廃棄物部門

エネルギー転換部門

その他

（単位：百万 t-CO2） （単位：千 t-CO2） 
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●国においては産業系が突出して多く、業務系を上回り、全体の 1／３を占める。一方、家

庭部門の占める割合は低く、全体の１／6であり、且つ、産業部門の半分にも満たない。 

●柏市においては、４部門（産業、家庭、業務、運輸の各部門）がほぼ拮抗している状態で

ある。 

 以上のことから、相対的に家庭部門の比重が国よりも高いことがうかがえます。 

 

③ 本計画における基準年度、目標年度、目標削減値 

 以上により、本計画での柏市の温室効果ガス削減目標値は、 

 

 

 

 

 

 

 とします。 

 

 また、部門別の削減目標値については、下表のとおりとします。 

 

      （単位:千 t-CO2） 

  
基準年排

出量 
目標値 

基準年比

削減量 

基準年比

削減率(%) 

  2013 年 2030 年 2030 年  

産業部門 708 662 46 6.53% 

家庭部門 614 400 214 34.85% 

業務部門・その他 646 420 226 34.98% 

運輸部門 431 350 81 18.79% 

廃棄物部門 56 54 2 3.57% 

CO2削減合計 2,455 1,886 569 23.19% 

森林吸収分 
  

0.054 
 

CO2削減吸収総合計 2,455 1,886 569 23.19% 

 

 

 

 

 

 

2013（平成 25）年度比で 

2030（平成 42）年度までに 24.0％削減 
（目標削減量：569 千 t-CO2） 
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実は発電方法で CO2排出量には違いが出る 

 

 

 

 「CO2を 1,000t-CO２削減する」といっても何をどうすればいいのでしょうか。 

 CO２の多くはエネルギー起源CO2であり、電気を発電する際に排出されるものです。電気

は基本的に貯めることはできず、使用する分だけを発電するという点に特性があります。だ

からこそ、使用する分を減らせば発電量が減り、発電量が減れば CO2の排出量も減ることに

なります。 

 では、そのCO2の量と電力の量の関係はどうなっているのでしょう？ 

 

 

 発電方法によって、CO2の排出量には違いが出てきます。下図は発電種別による CO2排出

係数の違いを表したものになります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 このように石炭火力が CO2の排出係数が高く、従来型石炭火力発電では 1kwh発電するの

に 0.867 ㎏‐CO2を排出しています。つまり、１㎏‐CO2を排出するには 1.1534kwh を発電

することとなり、1,000㎏‐CO2だと 1,153kwhの発電に相当します。 

 電力自由化がスタートし私たちは自由に電力会社を選択できるようになりました。価格だ

けでなく、できるだけ環境にやさしい（＝CO2 排出係数の低い）の低い電力を購入しましょ

う！ 

 

 

 

 

 

出典：環境省 中央環境審議会総会（第２４回）資料

より 

も っ と 詳

し

く 

し

し

く 

く

し

く 

！

し

く 

～電力と CO2の関係～ 
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重さに例えるとどれくらい？ 

日常のエネルギー使用に例えるとどれくらい？ 

 

 

 

 

 

 わかり易く、イラストで表現すると・・・ 

 

                        

 

   

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

  私達は日常生活の中だけでも、こんなにも多くの CO２を排出しているのです。 

も っ と 詳

し

く 

し

し

く 

く

し

く 

！

し

く 

～CO2 １ｔとは？～ 
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３-６ 目標達成のための施策体系 

本計画では、大きく緩和策と適応策と環境学習・協働の３つに分け、緩和策について

は 4つの主要施策のもと、以下に示す施策体系をもとに地球温暖化対策に取り組みます。 

■緩和策 

 

【主な施策】 

①省エネ支援 

②創エネ支援 

③蓄エネ支援 

④環境配慮行動 

 

①省エネ・創エネの支援 

②建築物のエネルギー性能の向上 

③環境配慮行動 

【施策の方向性】 

1-1 家庭での取り組みの促進 

 

 

 

 

1-2 事業所での取り組みの促進 

 

 

 

 

【主な施策】 

①森林・緑地の保全 

②里山・谷津の保全 

①農地の保全 

②農業振興と地域消費の活性 

【施策の方向性】 

2-1 緑の保全と整備 

 

2-2 農地の保全と地産地消の推進 

【主な施策】 

①自然景観や文化財などの地域資源の魅力を

発信 

②手賀沼周辺地域の活性化 

③回遊性と賑わいを生み出す歩行者空間の環

境改善 

①歩くことに親しむ 

②公共交通の利用促進 

③エコで安全な日常的移動環境の整備 

【施策の方向性】 

３-1 出かけるための魅力づくり 

 

 

 

 

３-2 環境に優しく健康的な移動手段 

 

 

【主な施策】 

①エネルギー効率の高い低炭素なまちづくり 

②居住と都市機能の立地の適正化 

 

【施策の方向性】 

４-1 低炭素なまちづくりと立地の適

正化 

主要施策２ 緑地と農地の保全 

主要施策３ エコな移動手段による外出促進 

主要施策４ 環境に配慮したまちづくりの促進 

主要施策１ 省エネルギーの推進・再生可能エネルギーの創出・蓄エネルギーへ 
      の転換 
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■適応策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■環境学習・協働 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【主な施策】 

①緑化の推進 

②水辺環境の整備 

③水資源の確保と利活用 

 

①災害被害の軽減と予防 

②集中豪雨リスクの軽減 

 

①感染症の予防 

②熱中症への対策 

 

 

【施策の方向性】 

1. 緑化の推進と水辺の保全 

 

 

 

2. 自然災害への備え 

 

 

3. 健康被害への対策 

 

 

 

【主な施策】 

①次世代への教育と多様な人々への啓発 

②市内企業への研修支援 

 

【施策の方向性】 

1. 環境学習 

 

 

2. 協働による活動の促進 
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施 策 体 系 図 

コンセプト 主要施策 施策の方向性 【主な施策】 

安
心
で
持
続
可
能
な
社
会
を
目
指
し
た 

低
炭
素
ス
タ
イ
ル
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実
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1 省エネルギー

の推進・再生可能
エネルギーの創

出･蓄エネルギー

への転換 

1-1 家庭での取り組みの促進 

 

 

1-2 事業所での取り組みの促進 

 

 

①省エネ支援 
②創エネ支援 
③蓄エネ支援 
④環境配慮行動 
 
①省エネ・創エネの支援 
②建築物のエネルギー性能の向上 
③環境配慮行動 

2 緑地と農地の

保全 

2-1 緑の保全と整備 
 
 
2-2 農地の保全と地産地消の推進 

①森林・緑地の保全 
②里山・谷津の保全 
 
 
①農地の保全 
②農業振興と地域消費の活性 

3 エコな移動手
段による外出促

進 

３-1 出かけるための魅力づくり 
 
 
 
３-2 環境に優しく健康的な移動手段 
 
 

①自然景観や文化財などの地域資源の魅力を発信 
②手賀沼周辺地域の活性化 
③回遊性と賑わいを生み出す歩行者空間の環境改善 
 
①歩くことに親しむ 
②公共交通の利用促進 
③エコで安全な日常的移動環境の整備 
 

4 環境に配慮し

たまちづくりの
促進 

４-1 低炭素なまちづくりと立地の適正化 

 

①エネルギー効率の高い低炭素なまちづくり 

②居住と都市機能の立地の適正化 

 

1 緑化の推進と水辺の保全 

 

2 自然災害への備え 

 

3 健康被害への対策 

 

 

①緑化の推進 
②水辺環境の整備 
③水資源の確保と利活用 
①集中豪雨リスクの軽減 
②災害被害の軽減と予防 
①感染症の予防 
②熱中症への対策 

 

緩
和
策 

  

適
応
策 

 

環
境
学
習 

・ 
 

 

協
働 

1 環境学習 

 

2 協働による活動の促進 

①次世代への教育と多様な人々への啓発 
②市内企業への研修支援 
 
 

推進 推進 推進 
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第 4 章 温室効果ガス排出量削減のための緩和策 
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４－１ 温室効果ガス削減目標達成のための主要施策 

柏市の温室効果ガスの排出状況や柏市の特性などを踏まえ、本計画における緩和策の主

な施策を以下のとおりとします。 

■緩和策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主要施策１ 省エネルギーの推進・再生可能エネルギーの創出・蓄エネルギーへの転換 

 市民、事業者、柏市が連携を図りながら、省エネルギー（省エネ）及び再生可能エネル

ギーの創出（創エネ）、さらにエネルギーの備蓄（蓄エネ）を推進していきます。 

 

 第一期の計画では省エネ中心に、第二期の計画では省エネに加えて創エネを中心に進め

てきましたが、第三期の計画では、さらに蓄エネを追加して「省エネ・創エネ・蓄エネ」

の３つエネルギー施策を柱として進めていきます。 

 

 さらに、第二期計画の成果（図 4-１）をもとに基本方針を踏襲し、省エネによるエネ

ルギー使用量を削減した上で創エネを推進し，再生可能エネルギーの比率を高めることに

より、エネルギー起源の CO2 削減を図ります。（図 4-2） 

 

 本計画での省エネの取り組みは、前計画の施策を継続するとともに、ＺＥＨ（ゼッチ：

ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）やＺＥＢ（ゼブ：ゼロ・エネルギー・ビル）といっ

た建築物の総合的な省エネルギー化も視野に入れていきます。 

 

 また、再生可能エネルギーは発電効率が低く，送電ロスを抑える必要があるため、使う

場所で発電する「地産地消」が効率的です 

 このため，基礎自治体こそ取り組むべき課題で必要があり、本計画では、創エネ施策と

して市内住宅への普及を第一に取り組んでいきます。 

 さらに、多様なエネルギーの組み合わせにより、地域における市民生活の安定化・エネ

ルギーの効率化が図れることから、太陽光発電やガス発電を主軸としつつ、その他の再生

可能エネルギーの活用も検討していきます。 

 

 特に、家庭における太陽光発電については、発電エネルギーの 10年間の固定価格買取

期間が 2019年度から順次終了を迎えることや、買取価格の低下が見込まれており、先行

きに不透明感が増しています。災害による停電や気象条件による電力不足のリスクを低減

するため、今後は発電した場所で蓄電して効率的に使う自家消費へシフトし、エネルギー

ロスの回避が可能な創エネと蓄エネの取り組みを推進していきます。 

 なお、太陽光発電設備については、地域の自然環境を損なうことのない設置やデザイン

などに十分配慮するほか、手賀沼周辺は一定規模の設置の自粛を求めるなどの誘導を図っ

ていきます。 
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 なお、太陽光発電設備については、地域の自然環境を損なうことのない設置やデザイン

などに十分配慮するほか、手賀沼周辺は一定規模の設置の自粛を求めるなどの誘導を図っ

ていきます。 
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図 4-1 柏市における省エネ成果と創エネ普及率の関連 

 

再生可能エ
ネルギー分

消費エネルギ
―全体

再生可能エネ
ルギーの拡大
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―を圧縮

省エネ効果

再生可能エネルギ
ーの比率の向上

 

 図 4-2 省エネと創エネの関連概念図 
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(1) 家庭での取り組みの促進 

① 省エネ支援 

■省エネ家電の普及【環境政策課、商工振興課】 

昨今のイノベーションにより、日本製の家電の省エネ率は大きく向上し、今後も省エ

ネ効果が高い性能の家電の開発が期待されます。これらを広く家庭に広めていくことが、

省エネに有効です。事業者にも参加を呼びかけ、今後の省エネ家電の普及策について、

協働して検討し、逐次実行していきます。 

 

■補助制度「柏市エコハウス促進総合補助金」（省エネ支援）【環境政策課】 

柏市では、CO2排出量の少ない環境に優しい家を「エコハウス」と定義し、省エネ（窓

の断熱改修）・創エネ（太陽光発電）・蓄エネ（蓄電池）・見える化（HEMS等）等の

設備について費用の一部を補助しています。特に、HEMSによるエネルギー使用量の見

える化を推進し、電気の使い方などの省エネ行動の変容を促していきます。 

 

■ＺＥＨ（ゼッチ）の推進【環境政策課】 

ZＥＨとは、ネット・ゼロ・エネルギー･ハウスの略語で、住まいの断熱性・省エネ性

能を上げて、太陽光発電などでエネルギーを創り、消費エネルギーを正味ゼロとする住

宅のことです。この普及推進については、国や業界の動向を注視しながら検討します。 

 

■省エネの啓発と相談体制の整備【環境政策課】 

東日本大震災など災害時の教訓を活かし、エネルギーを大切に使う心や節電の工夫な

どを共有しながら、今後も省エネに力をいれていく必要があることを啓発していきます。 

家庭生活における具体的な取り組みについての情報提供や、省エネ診断士などの有資

格者等による相談体制を構築していきます。 

 

② 創エネ支援 

■補助制度「柏市エコハウス促進総合補助金」（創エネ支援）【環境政策課】 

創エネ支援として、太陽光発電、太陽熱利用システム、エネファームの設置費用の一

部を補助します。 

太陽光発電については、固定価格買取制度が順次期間終了を迎えることや、買取価格

低下により、導入減少が見込まれることから、効率的な自家消費を促すために蓄電池と

併せた導入を図り、創エネを推進します。 

 

■地域自立分散型エネルギーシステムの検討【環境政策課、防災安全課】 

再生可能エネルギーの特性に着目し、災害時におけるエネルギー確保を視野に入れた

「地域分散自立型エネルギー」の導入について検討していきます。 

 

③ 蓄エネ支援 

■補助制度「柏市エコハウス促進総合補助金」（蓄エネ支援）【環境政策課】 

蓄エネ支援として、蓄電池の設置費用の一部を補助します。 
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太陽光発電と併せた導入により、創エネと蓄エネの連携を推進します。 

 

④ 環境配慮行動 

■3R 活動促進によるごみ減量【廃棄物政策課】 

柏市では、3R 活動の促進によるごみの減量に取り組んでいます。3R とは、Reduce

（発生抑制）・Reuse（再使用）・Recycle（再生利用）の略語で、これらを家庭で実

現していただくために、引き続き様々な啓発や施策を推進しています。Reduce（発生抑

制）促進では、食品ロス削減に関する支援や、生ごみ処理容器等購入費補助を行ってい

きます。Reuse（再使用）促進では、フリーマーケットやリサイクル講座、家具や日用

品等の家庭から排出される物品の再生販売を行うことで、市民の皆さんにリユースを体

感していただけるようにしていきます。また、Recycle（再生利用）促進では、小型家

電をはじめとする資源物の分別回収及び資源化を推進していきます。 

 

■ＣＯＯＬ ＣＨＯＩＣＥ（クールチョイス）の推進【環境政策課】 

柏市では、地球温暖化対策のための国民運動「COOL CHOICE（賢い選択）」に賛

同し、市民や事業者等へ低炭素型のスタイルへの変換について啓発していきます。 

具体的には、省エネ家電やエコカーへの買換え、エコドライブの普及、省エネ住宅へ

の改修（エコ窓改修など）を推進していきます。 

 

■消費生活相談事業の推進【消費生活センター】 

改修や製品購入に伴う契約トラブルなどの相談、省エネ生活に役立つ情報提供などを

行っていきます。 

 

(2) 事業所での取り組みの促進 

① 省エネ・創エネの支援 

■ＬＥＤ化の促進【商工振興課、他各関係課】 

ＬＥＤは、消費電力が小さく長寿命で環境にやさしい照明器具です。現在では改良が

進み、単価も安く導入しやすくなっています。商店街の街路灯もＬＥＤ化が進んでおり、

引続き、補助制度を周知して拡充を進めていきます。また、各事業所でのＬＥＤ化の普

及に向けて啓発していきます。 

 

■省エネ性能の高い機器等導入の普及啓発【環境政策課】 

工場や事業所などにおける熱源・空調や照明等の設備に、コージェネレーションシス

テムなどの省エネルギー設備や高効率機器等を導入していくよう、啓発していきます。 

 

 

■太陽光発電設備等導入の普及啓発【環境政策課】 

事業者の施設や業務過程における再生可能エネルギーの活用は、コストダウンや環境

優良のイメージアップなどの効果をもたらします。柏市では、事業者の設備投資に対す
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る「低金利融資制度の活用」を積極的に PRしていきます。 

また、発電事業者は、再生可能エネルギーのサプライヤーとしての役割も期待されて

おり、柏市では、こうした事業者への支援策等について検討していきます。 

 

■低金利融資制度の活用【商工振興課】 

柏市では、事業者が省エネ・創エネ設備を導入するにあたって金融機関から融資を受

ける際、利子の一部を補給することで初期費用の負担を軽減する「柏市中小企業資金融

資制度」を実施しています。業務部門における再生可能エネルギー普及のため、この制

度の更なる周知を図ります。 

 

② 建築物のエネルギー性能の向上 

■建築物の省エネルギー化【建築指導課】 

「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（建築物省エネ法）」により、住

宅以外の建築物（床面積 2、000 ㎡以上）の新築等については、省エネ基準に適合する

ことが必要になっています。また、一定条件の建築物の新築・増築等をする場合、建築

主は工事前に所管行政庁へ省エネ計画の届出が必要です。 

今後は、関連法令等の運用により建築物の省エネルギー化を推進していきます。 

 

■柏市建築物環境配慮制度（CASBEE 柏）の活用【建築指導課】 

環境に優しい建築物の普及・促進を目指すため、市内に新築する建物の環境配慮への

取り組み（「地球環境にやさしい」、「うるおいのある景観」、「安全で健康な生活環

境」等）を評価し、その評価結果（「すばらしい」、「ふつう」、「がんばりましょう」

等）を公表するものです。評価結果は市のホームページで公表されるため、市民はより

環境に配慮された建物・事業者を選択することができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ＺＥＢ（ゼブ）の推進【環境政策課、建築指導課】 

建築物の省エネ及び創エネにより、エネルギーの正味消費量をゼロにするＺＥＢにつ

いて、国の動向を注視しつつ、その普及を検討していきます。 
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③ 環境配慮行動 

■グリーン購入調達方針に基づく配慮【環境政策課、全部署】 

グリーン購入とは、製品やサービスを購入する際に、環境を考慮して、環境への負荷

ができるだけ少ないものを選んで購入することです。これは、購入者自身の活動を環境

にやさしいものにするだけでなく、供給側の企業に環境負荷の少ない製品の開発を促す

効果もあります。柏市では、市民や事業者へグリーン購入の模範を示すため、平成

14(2002)年度から「柏市グリーン購入調達方針」を策定し、公共財産の調達にあたっ

ては環境配慮型製品の使用に取り組んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

柏市は都市部でありながらも、手賀沼、大堀川、大津川などの水系を中心に自然環境

に恵まれた地域ではありますが、それらを再生可能エネルギーとして活用できるだけの

条件は、残念ながら揃っているとはいえない状況です。例えば、水系に恵まれていると

いっても、小水力発電を行えるだけの水流落差がある場所はありません。 

従って、当面は太陽光発電やガス発電を主軸に再生可能エネルギーの普及を図ってい

くとともに、他の再生可能エネルギーの活用を検討していくこと、特に都市部ならでは

のリサイクルエネルギー（廃棄物発電、バイオガス発電、下水熱利用）や地中系のエネ

ルギー（地熱発電、地中熱利用など）などの活用について継続的に検討を重ねていくこ

とが必要です。 

主な新エネルギー（再生可能エネルギ
ー）の種別）

実施主体

家庭 事業者 公共団体等

○ ○ ○

△ △ △

○ ○ ○

△ △

○

○

○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ： 可能　　△ ： 場合 可能　 ： 不可能

太陽光発電

風力発電

太陽熱利用

雪氷熱利用

小水力発電

発電

廃棄物発電

廃棄物熱利用

廃棄物燃料製造

温度差 （地中熱 下水熱利用）

天然

× × ×

× × ×

× × ×

×

× ×

× ×

× ×

    ×  

バイオマス

エネルギー ・

ガスコージェネレーション

バイオガス発電

によっては

柏市で導入可能な再生可能エネルギーは何？ 

も っ と 詳

し

く 

し

し

く 

く

し

く 

！

し

く 
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電力は、一部の例外を除き貯める

ことが出来ません。よって、常に「使

う分を作る」ことになります。これ

までの発電方式は大規模発電所によ

る大規模容量発電が主流でした。今

でもこれが主流であることに変わり

はありませんが、そもそも大規模発

電所が大消費地である都市部に立地

することは不可能であり、必然的に

地方に立地することになります。こ

こに遠距離送電の必要性が出てきま

す。 

この遠距離送電に必要なのが、「電気を送るため電力」です。つまり、送電距離が遠い

ほど、使う分以上に電力を作る必要があります。発電量のうち、この使う分以上の「電力

を送電するためだけの電力」を「送電ロス」と言います。 

 

 

 

例えば、原子力発電所 1 基分の発電量を太陽光発電で賄うと仮定すると、約 58 ㎢の土

地に太陽光パネルを設置しなくてはなりません。これは山手線の内側面積とほぼ同じ面積

であり、いかに面積を必要とするかがわかります。そして、原子力発電所１基分の面積は

計算上では 0.6 ㎢ですから、いかに発電効率が低いかもわかります。再生可能エネルギー

は送電ロスを如何に発生させないか、が重要なのです。 

こうした弱点をむしろ強みに変えるのが、「エネルギーの地産地消」なのです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発電分

消費電力分

送電分（Ａ）

送電ロス分（Ｂ）

●送電距離が長いほどＡは大きくなり，その分送電ロス分Ｂも大きくなる。

送電ロスって何？ 

再生可能エネルギーって発電効率が悪いの？ 

も っ と 詳

し

く 

し

し

く 

く

し

く 

！

し

く 
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（１）緑の保全と整備 

① 森林・緑地の保全 

■森林・緑地の保全と整備【公園緑政課】 

柏市は今も都市化が進み、全体的に宅地が増加して自然林などの緑地は減少傾向にあ

ります。まちづくりにおいては「緑の基本計画」「緑住都市構想」「緑園都市構想」に

基づき、緑地の保全等に努めています。特別緑地保全地区制度と地上権の組み合わせの

活用、借地方式や地権者の理解に基づく保全などにより、緑地の保全を図っていきます。 

 

② 里山・谷津の保全 

■協働による里山保全活動【公園緑政課】 

柏市に残された自然の緑の多くは里山であり、地域の人々

によって大切に守り育てられてきましたが、手入れが出来な

くなった場所は荒廃が進み、豊かな緑と生態系を保つことが

難しくなってきました。 

そこで、里山ボランティアの育成および活動の支援などを

主要施策２ 緑地と農地の保全 

 森林や農地の緑は，CO2を吸収して地球温暖化対策に役立つだけでなく，国土の保全，

水源かん養，木材や食料の供給等，多面的な機能を持っています。 

 また，市街地やその周辺の緑地は，良好な景観や日常生活への潤いを与えるとともに，

蒸散作用により気温の上昇を抑える効果があり，ヒートアイランド現象の緩和にも有効で

す。 

 

 家庭においては，住宅や家具等の国産木材の利用や，グリーンカーテンなど地域緑化の

推進に取り組むことで，CO2の吸収源を増やすことができます。畑や水田などの農地では，

市内の緑地の構成要素として，人間の生活に密着した自然である里山をはじめ，地域の自

然景観や生きものとの共生の場としても機能しており，家庭の中での取組だけではなく，

こうした農地や森林を包括的に保全していくことも重要です。良好な緑が育まれ，農産物

が地域で消費されるようになれば，運搬に係る CO2排出量が削減される効果も期待でき

ます。 

 

 しかし，市内の緑地および農地は減少傾向にあり，保全の担い手不足や高齢化の進行な

ども課題となっています。 

 また，再生可能エネルギーの普及においては，これ以上地域の自然資源を損なうことの

ないよう，環境に配慮して設置する必要があります。 

 

 地域の自然と経済活動と市民生活が持続的に両立する取組により，人と自然が調和し，

緑が景観や憩いの場として機能するまちづくりを目指します。 
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行い、地域の自然資源を活かした交流の場として、市民と協働で保全・管理・活用に取

り組んでいきます。 

 

■谷津の保全【環境政策課、公園緑政課】 

柏市内には豊かな自然景観を有する谷津が

点在し、多くの生きものが生息する貴重な自

然環境が残っています。 

柏市では、「緑の保護地区」の指定や「柏

市谷津保全指針」に基づき、谷津の緑と水辺

を守る取組みに賛同して協力いただける土地

所有者との協定締結などにより、谷津の保全

を推進しています。 

 

（２）農地の保全と地産地消の推進 

① 農地の保全 

■担い手の育成と環境に優しい農業の支援【農政課】 

農業従事者の高齢化や減少傾向が進む中、健全な農地を維持していくための担い手が

必要となっています。また、環境への負荷をできるだけ少なくし、温室効果ガスの排出

を抑えた効率的な農業経営が求められています。 

農業後継者、新規就農者などの担い手へ国・県・市の交付金等を活用した支援し、農

業の担い手育成を進めていきます。また、環境保全に効果の高い営農活動等に対して支

援を行い、農業の多面的機能が発揮されるよう進めていきます。 

 

■生産緑地地区の活用【都市計画課、農政課】 

柏市の市街地区域の中にある農地は、自然とのふれあいやコミュニティづくり、防災

など多くの機能が期待されており、公害や災害の防止など良好な生活環境の確保に相当

の効果があるものとして生産緑地地区に指定されています。 

今後の都市農地の維持・保全は、生産緑地所有者の意向を基に営農を継続したり（特

定生産緑地制度）、民間活力の導入も視野に入れていくなど、都市農業の多様な機能の

発揮と柔軟な利活用を推進していきます。 

 

② 農業振興と地域消費の活性 

■食を通じた地域とのつながりと農業の振興【農政課】 

地元の農作物を地域住民や商工業者の方々に知ってもらうため、地元農産物のＰＲや、

利用や販売促進を行う取組、季節の食材をテーマとしたイベントなどの取組を支援しま

す。地元の農産物を積極的に購入することは、輸送コストの削減にもなり、運輸部門に

おける温室効果ガス削減へとつながっていきます。 
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(1) 出かけるための魅力づくり 

① 自然景観や文化財などの地域資源の魅力を発信 

■自然環境や文化財等の見所の紹介【環境政策課、文化課、商工振興課、関係各課】 

出かけるためには、目的が必要で、出かける先に魅力がなければ、戸外に出る動機に

つながりません。柏市には、都会的な賑わいスポットや心安らぐ自然環境、古寺名刹な

どにも恵まれており、魅力的な外出先が数多く存在しています。 

地域資源の掘り起こしや情報発信は、市民や事業者等と協働することにより多重的に

行い、旬な話題や地域の魅力を広く紹介し、外出するための動機つくりを行っていきま

す。 

 

② 手賀沼周辺地域の活性化 

 ■手賀沼アグリビジネスパーク事業の推進【農政課】 

 手賀沼周辺地域は、首都圏にあっても手賀沼をはじめとする豊かな自然環境が残っ

主要施策３ エコな移動手段による外出促進 

 これからの柏市は，高齢化がさらに進んでいくことが見込まれています。 

 特に，高齢者においては住み慣れた地域で生き生きと戸外活動することが，健康面や省

エネ面に良い影響を及ぼします。 

 高齢者を含むすべての市民が，生涯にわたり趣味や仕事等で社会参加することで，地域

の活性化や健康増進，生きがいづくりにつながります。 

 また、それぞれの自宅で電気やエアコンを使用するよりも，多人数が集まった場所で照

明や空調を使用する方がエネルギー面では効率的です。 

 多くの市民が，社会活動への参加や余暇の充実によって生きがいを持ち，健康を保ち，

集い，効率的にエネルギーを使うことは，温暖化対策としても有益なものになります。 

 

 社会活動に伴う外出の促進には，街の魅力である名所旧跡や観光スポット，憩いの場な

どの地域資源の活用とともに，良好な歩行者・自転車通行環境の確保と公共交通の利便性

を向上させていく必要があります。 

 

 歩行空間では，ユニバーサルな視点による良好で連続した歩行空間の環境改善を進め，

自転車利用では，歩行者と自転車の通行空間を適切に分離した自転車走行環境の整備や駐

輪場の適正配置を進めることにより，歩行者と自転車の双方が配慮し合える，安全で利用

しやすい交通環境の実現を目指します。 

 

 また，鉄道やバスなど既存の交通機関の多様な特性を活用し，効率的な公共交通環境の

整備を図り，化石燃料に由来するエネルギー消費を削減しながら地域活力も持続する，元

気なまちづくりを進めます。 
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ており、柏市の農業を支えるとともに見所のある観光資源としても重要な地域です。 

 手賀沼アグリビジネスパーク事業は、この地域特性を活かし、農業を主体とした観

光レクリエーション振興による環境共生・交流の地域づくりを目指すものです。 

 「道の駅しょうなん」を拠点として、「手賀沼フィッシングセンター」などの周辺

施設とのネットワーク化により、交流人口の増加と滞在型観光モデルを展開していき

ます。 

 

③ 回遊性と賑わいを生み出す歩行者空間の環境改善 

■まちなかの歩行者空間の環境改善による回遊・賑わいの向上 

【商工振興課、都市計画課、中心市街地整備課】 

様々な世代の人々が安心・安全で快適に街の中を歩き回れるようになれば、街は活性

化し、外出によって在宅消費エネルギーが削減され、買い物等の経済効果も期待されま

す。 

柏市では、柏駅周辺の歩行者空間の環境改善を進め、安全で回遊性のある楽しいまち

づくりを目指していきます。 

 

(2) 環境に優しく健康的な移動手段 

① 歩くことに親しむ 

■ウォーキング活動の推進【健康増進課】 

ウォーキングや散歩などの徒歩による外出は、CO２を出さないエコな移動手段である

だけでなく、生活習慣予防など健康増進への様々な効果も期待できます。 

また、ウォーキングに親しみ外出が増えることによって、家庭の省エネにも繋がりま

す。 

柏市では、健康増進と CO2削減の両面から市民のウォーキング活動を推進していきま

す。 

 

② 公共交通の利用促進 

■公共交通の利便性の向上と渋滞緩和による省エネ化【交通政策課】 

鉄道の増便や駅のバリアフリー化、路線バスの再編、タクシー乗り場の改善など、公

共交通の利便性を高める施策により、自家用自動車から環境に優しい公共交通機関への

利用転換を図っていきます。 

公共交通不便地域における移動手段の確保は、民間バス路線を中心としながらも、そ

の他の交通、例えばコミュニティ交通など、需要に応じた交通環境の適切な役割分担を

図っていきます。 

 

③ エコで安全な日常的移動環境の整備 

■自転車利用の促進と利用環境整備【環境政策課、交通政策課、交通施設課】 

自動車の排気ガスが大気環境を悪化させることは、今では広く知られています。通勤
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や買い物などの日常の移動手段を、自動車から徒歩や自転車へ転換することは、地球温

暖化防止のためにも望ましいことです。 

柏市では、「柏市自転車総合計画」に基づき、歩行者と自転車との走行空間の分離な

ど、安全で快適な走行環境の整備、放置自転車対策、駐輪場の適正配置や利用方法の改

善、自転車のルールの徹底やマナーの向上などの施策を展開していきます。 

 

■低公害車への転換とエコドライブの推進【環境政策課】 

近年の自動車技術の進歩は目覚しく、様々な先進装備やシステムが日進月歩で導入さ

れています。こうした地球温暖化防止のための世界的な潮流にあわせて、温室効果ガス

排出削減に努めることは、今を生きる私たちの共通の課題となっています。 

自動車は日常の移動手段として欠かせないものですが、だからこそ、化石燃料を主と

する従来の自動車から先進的な低公害車への転換を促進し、エネルギー消費の削減を目

指していくことが必要です。 

さらに、移動するときには IoTや安全装備を活用するなど、人にも地球にも優しいエ

コドライブに努めるよう啓発していきます。 

 

■ITS の活用による円滑な交通環境づくり【交通政策課】 

交通データと交通解析システムを駆使し、交通予報の発令などの情報提供や、公共交

通や自転車・徒歩などを含めた多様な交通手段の利用環境を整えることで、市民に対し

て環境や健康などに配慮した交通行動への変容を促せるよう推進していきます。 

また、「超高齢社会に対応した柏市のモビリティデザイン」の構築に向け、公民学が

連携して、柏市が抱える課題の解決を目指します。 
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(1) 低炭素なまちづくりと立地の適正化 

① エネルギー効率の高い低炭素なまちづくり 

■建築物の更新や面整備などの機会を捉えたエネルギーの効率化 

【都市計画課、関係各課】 

市街地再開発事業や土地区画整理事業などの都市基盤の整備を新しいまちづくりの契

機と捉え、蓄電池や燃料電池、コージェネレーション等を総合的に組み合わせたスマー

トコミュニティや自立・分散型エネルギーシステムの構築等について検討を進めます。 

 

■柏駅西口北地区における環境配慮【中心市街地整備課、関係各課】 

 市街地の再開発においては、良好な都市環境の形成を推進するため，建築物の省エネ

ルギー化、敷地内緑化や屋上壁面緑化、交通環境の改善を図るとともに、地区全体の再

生可能エネルギーの活用を誘導していきます。 

 

② 居住と都市機能の立地の適正化 

■拠点への都市機能の集積による持続可能なまちづくりの推進【都市計画課、関係各課】 

将来の柏市の人口は、増加からゆるやかに減少することが見込まれています。昭和 30

年代以降に開発された住宅地では、居住者が一斉に高齢期を迎え、コミュニティの活力

維持への影響が懸念されています。また、中心市街地では、集客力低下や店舗撤退等、

拠点性が薄れる動向が示されています。 

都市拠点や生活拠点などへの都市機能の誘導を通じて、市民の日常サービス水準を維

持・向上させることを目指し、長期的な視野のもと将来の人口減少に備えた持続可能な

主要施策 4 環境に配慮したまちづくりの促進 

 人口減少、少子高齢化、産業構造の変化、地球環境問題など社会構造の変化を踏まえ，

「柏市立地適正化計画」や「柏市低炭素まちづくり計画」など，まちの省エネルギー化

や緑化などエネルギー効率の向上に関連した計画が充実してきています。 

 

 市街地では，安全で効率的な移動ネットワークの整備や、徒歩で回遊できる低炭素で

便利なまちの実現を目指すとともに，都市構造の転換による拠点への都市機能の集積に

合わせ，開発事業等を契機としたエネルギーシステムの導入や、建築物の更新時での省

エネルギー化促進など，エリア単位の省エネルギー化を図ることが出来ます。 

 また，郊外では、残された自然を守り、身近な緑を増やすことで緑陰が創出され、微

気象が改善されるとともに、外出環境を整えることで、より一層緑と触れあう機会が増

加し、日々の暮らしの快適性が向上されます。 

 

 本計画では，まちづくり部門と連携し、都市構造、交通、エネルギー、緑化の分野に

ついて一体的に推進を図っていきます。 
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まちづくりを進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-3 低炭素社会のイメージ 

都市開発事業を契機とした面

的なエネルギー対策の導入 

日常生活圏における利便性の向

上と魅力的（快適）な屋外空間

の創出 

自転車・バス交通の充実によ

る歩いて暮らせる街の創出 

鉄道駅を中心とした都市機能の集

約による市街地のネットワーク化 

個別建築物での省エネル

ギー化の導入 

集約型都市構造の実現に向

けた市街地更新の誘導とそ

れに合わせた対策の導入 

エネルギー削減を踏まえた面

的な緑のネットワークの形成 
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第５章 気候変動の影響への適応策 
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５－１ 気候変動に対応するための主要施策 

 地球温暖化に伴う気候変動の影響から、市民の生命や健康を守り、経済や自然環境へ等

への被害を安全・安心で持続可能な社会の構築を目指すため、本計画における適応策の主

な施策を以下のとおりとします。 

 

■適応策 

(1) 緑化の推進と水辺の保全 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 緑化の推進 

  ■森林・緑地の保全と整備【公園緑政課】（再掲） 

柏市の緑（樹林地・農地・草地・河川等水面）は現在、緑被率約 40％となっています

（平成 19(2007)年 1 月）。しかし、全体的に宅地が増加し、農地及び山林の面積は減

少傾向にあります。柏市ではこうした都市化の中で、緑の重要性に着目し、緑園都市構

想、緑住都市構想、そして現在は緑の基本計画に基づき緑地の保全、整備、活用に努め

ています。保全にあたっては、従来の公共による買取だけでなく、法制度等の活用、借

地方式や地権者の理解に基づく保全など、多様な方法で緑地保全、整備、活用を図って

いきます。 

 

■農地保全のための担い手づくり【農政課】 

農地は、食糧生産の場であると同時に、まとまったオープンスペース、緑の確保、雨

水の吸収涵養地などの多面的な機能ももっています。農地を、荒廃地化せずに確保して

いくために，農業の担い手づくりに取り組んでいきます。 

 

② 水辺環境の整備 

■手賀沼の水質改善と周辺整備【環境政策課、農政課、都市計画課】 

 かつて水質汚濁が顕著だった手賀沼は、北千葉導水事業や下水道の整備等により大幅

に水質が改善されましたが、未だに環境基準を満たしていません。 

 このため、手賀沼の管理者である千葉県と柏市を含めた流域市等で構成する「手賀沼

水環境保全協議会」における協力体制を継続し、さらなる水質改善を目指していきます。 

 また、手賀沼は柏市の貴重な財産であることから、市民の方々により身近に感じても

 近年の気候変動による大規模な集中豪雨の頻発は，「台地が雨水を受け止め，浸透させ，

水を涵養していく」という自然環境における循環機能を上回り，急激に河川に水が流れ込

むことで平常時流量の減少を引き起こしたり，地下に涵養される水量が少なくなることで

湧水の湧出量を低下させたりするなど，本来の自然環境のあり方を変化させていくことが

懸念されます。 

 こうした観点から，地下水を涵養する上で重要な緑地等を保全することはもとより，都

市内における貯留浸透機能を向上させ，手賀沼や利根運河をはじめとした豊かな水辺空間

や生物多様性などの水資源や自然環境への影響の低減を図っていきます。 
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らえるよう、周辺の自然も含めた景観の保持や、道の駅しょうなんの活性化をはじめと

した手賀沼アグリビジネスパーク事業を推進していきます。 

 

■大堀川・大津川の環境保全【環境政策課、雨水排水対策室】 

 市内を流れ、手賀沼へ流入する大堀川や大津川の水質を維持していくため、水質の常

時監視を継続して行っていくとともに、市民団体や企業など多様な活動主体との連携を

強化していきます。 

 

■利根運河の保全【環境政策課、農政課、公園緑政課】 

 歴史的な土木遺産としての価値もある利根運河については、引き続き、流域 3市（野 

田市、流山市、柏市）等で構成する「利根運河協議会」に参加し、利活用を含めた保全

を検討していきます。 

 

■谷津の保全【環境政策課、公園緑政課】（再掲） 

 水と緑が育んだ貴重な谷津を保全していくため、「柏市谷津保全指針」や緑の保護地

区指定により、谷津やその周辺緑地を保全していきます。 

 

③ 水資源の確保と利活用 

■開発行為における雨水浸透施設の設置【雨水排水対策室】 

 宅地開発行為において、新設された住宅について、雨水を貯留し浸透させるための貯

留浸透槽の設置を進めます。 

 

■雨水の地下浸透【環境政策課】 

 水の涵養のための雨水浸透施設等の設置支援について検討していきます。 

 

■水供給の安定化【水道部】 

 気候変動に伴う水不足や水需要動向の変化に備え、節水の啓発や計画的な井戸の維持

管理を行うとともに、水源施設を周辺の自然環境に配慮しながら関係機関と連携して整

備を進めていくことにより、水道水の安定供給を図っていきます。 
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(2) 自然災害への備え 

 

 

 

 

 

① 災害被害の軽減と予防 

 ■ハザードマップ等による災害リスクの周知【防災安全課】 

日本の国土には河川が多く、氾濫等の水害は規模の大小を問わず市民生活に被害を及

ぼします。 

柏市では「柏市地域防災計画」に基づき、大雨や台風時の土砂災害警戒区域を追加指

定し、WEB版の洪水ハザードマップのリニューアル、防災講習や訓練の実施等を行って

います。引き続き、市民へ災害リスクの周知啓発を行い、避難体制や防災機能の充実・

強化を図っていきます。 

 

 ■地域自立分散型エネルギーシステムの検討【環境政策課、防災安全課】（再掲） 

再生可能エネルギーの特性に着目し、災害時におけるエネルギー確保を視野に入れた

「地域分散自立型エネルギー」の導入について検討していきます。 

 

② 集中豪雨リスクの軽減【雨水排水対策室】 

排水機能を上回るほどの一時的な降雨による浸水被害が危惧されています。そのため、

排水施設の改修による機能改善や宅地開発時の貯留浸透施設の設置指導などによって流

出抑制機能を強化し、災害リスクの軽減を図っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 近年，局地的な集中豪雨による水害や土砂災害といった市民生活に甚大な被害を与える自

然災害が各地で発生しています。地球温暖化の深刻化により，気候変動の影響が顕在化する

と，集中豪雨の降雨量や頻度が増加して、被災リスクも高まってきます。 

 洪水や内水氾濫などの自然災害に対して，雨水排水機能の改善や貯留浸透による流出抑制

の強化によるリスク軽減，「柏市地域防災計画」による災害被害の拡大軽減や予防を図って

いきます。 
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(3) 健康被害への対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 感染症の予防【保健予防課】 

デング熱、ジカ熱等の媒介蚊であるヒトスジシマカは、地球温暖化の影響で生息域が

北上していることが確認されています。感染リスクの拡大の可能性もあるため、平成 27

年より蚊ウイルス保有調査を実施するとともに、市 HP やポスターなどで市民に情報提

供し予防啓発を行っています。 

 

② 熱中症への対策 

■柏涼み処【商工振興課】 

室温や気温が高くなると熱中症にかかりやすくなります。体内の水分や塩分のバラン

スが崩れ、体温の調節機能が働かなくなり、体温上昇、めまい、体がだるい、ひどいと

きにはけいれんや意識の障害など、様々な症状をおこす危険があります。暑さに備えた

からだづくりやこまめな水分補給、日傘・帽子の使用など備えが重要になります。 

柏市内で「柏涼み処」のステッカーが貼ってある店舗や事業所では体調が悪くなった

ときに涼むことができます。 

 

■熱中症に関する知識の啓発【保健予防課】 

熱中症に関するリーフレットやポスターなどを配布し、正しい知識の普及啓発を行っ

ていきます。 

 

■緑のカーテン普及促進【環境政策課】 

市内住宅への緑のカーテン設置を推進するため、市民ボランティア「ストップ温暖化

サポーター」と協力し、「緑のカーテン育て方説明会」を開催しています。また、市の

施設（学校、近隣センター、庁舎等）でも積極的に設置しています。 

 

■公共施設の壁面緑化【環境政策課、公園緑政課】 

植物には、良好な景観を形成することや、CO２を吸収するだけでなく、ヒートアイラ

ンド対策に寄与する微気象緩和機能があります。柏市では、公共施設の壁面緑化に取り

組んでいます。緑化により、壁面や開口部への直射日光を遮るとともに蒸散機能（植物

が大気中へ水蒸気を放出する機能）による打ち水効果を発揮し、建物の温度上昇を抑え

ています。その結果、冷房時の電力消費量の削減にもつながります。 

 猛暑日の増加による熱中症患者の増加や，気温上昇に伴う生きものの分布変化を起因

としたデング熱など蚊が媒介する感染症のリスク拡大といった健康への影響が懸念され

ることに対して，予防に備えた対応や正しい知識の情報提供，普及啓発や街なかの店舗

などを活用した涼み処の設置による予防などに努めていきます。 

 また，建築物での緑のカーテンの設置や壁面緑化を推進していくことで，都市内の高

温化の原因ともなるヒートアイランド現象の緩和にも努めていきます。 
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第６章 環境学習と協働による各施策の推進
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６－１ 環境学習と協働による各施策の推進 
■環境学習・協働 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 環境学習 

① 次世代への教育と多様な人々への啓発 

■子どもたちの環境学習と体験の場づくり【環境政策課、市内各学校等】 

未来を担う子どもたちへ、地球温暖化の現状と今やるべきことなどをわかりやすく伝

えていきます。また、環境絵日記やエコクッキング教室など、自ら考え体験する機会を

つくっていきます。 

 

■指導者への支援や教材の提供【環境政策課】 

学校の先生や地域団体の環境担当者向けの研修や学習のお手伝いなど支援します。 

また、地球温暖化に関するパネルや教材などの貸し出しも行っていきます。 

 

■市民ボランティアによる出張講座【環境政策課】 

ストップ温暖化サポーターとは、市民の力で市内の温暖化対策を進めるためのボラン

ティア団体です。市内の小中学校や地域団体への出張講座や、一般市民向けの緑のカー

テン育て方講習会、楽しく学べる体験型イベントの開催等、柏市と協力して地球温暖化

に関する様々な学習機会の提供や支援を行い、ひとりひとりが取り組める効果的な対策

等について啓発していきます。 

 

 

 地球温暖化問題の解決に向けて行動し、継続していくためには、単に解決手段を知るだ

けではなく、地球温暖化の仕組みを科学的に理解した上で、ひとりひとりが「何が出来る

のかを具体的に考えて行動する」という環境学習の視点が重要です。 

 

 身近なところで提供されている環境学習の機会に参加しながら、さらに深く学び、周囲

に行動を促す「伝え手」となることで、地球温暖化対策をより広く進めることができます。

行政や企業が提供する学習プログラムや講師派遣制度の活用や、市内大学などの教育研究

機関との連携により、次世代の育成を図ることもできます。 

 

 また、イベントや講座への参加のみではなく、市民活動団体に参加たり、自らが地域や

企業内のリーダーとなり、活動を推進していくことも期待されます。 

 

 環境問題は、私たち人間を含め地球上の全ての生きものの命の問題です。次世代を担う

子どもたちへの教育をはじめ，あらゆる世代・階層の人々が、環境について学ぶ機会を持

ち、積極的に活動に参画し、多様な主体と協働して解決に取組む人づくりを目指します。 
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■リサイクル講座の開講【廃棄物政策課】 

柏市リサイクルプラザリボン館は，ごみの減量やリサイクルについて学習することが

できる施設です。不用品を小物にリメイクするリサイクル講座や，ミニフリーマーケッ

ト，リサイクルフェア等の実施のほか，市内小学校や町会等のリサイクル工場の見学等

の受入れを引き続き行っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 市内企業への研修支援 

■柏市環境保全協議会との協働【環境政策課】 

柏市環境保全協議会とは、環境に配慮した企業経営に取り組む市内事業所からなる協

議会です。環境に優しい事業所を表彰する「かしわエコカンパニー大賞」の設置や会報

紙「かしわエコカンパニー通信」の発行等の活動を行っています。 

柏市では、会員に対し、環境に関する知識の情報共有を図るため、環境に配慮した企

業運営や社会貢献活動等をテーマとした講演会を開催しています。 

 

(2) 協働による活動の促進 
■環境学習研究施設での活動【環境政策課】 

かしわ環境ステーションは、市内の環境保全に関す

る理解を深めるため、様々な主体が連携・協働して学

習・研究・啓発・保全活動を行う環境学習研究施設で

す。 

会員が講師となり、市民を対象に地球温暖化の基礎

講座やエコライフ講座等を開催しています。 

また、地域の自然と親しむための自然観察会や手賀

沼船上見学などの体験学習も行っています。 

 

■市内大学との交流【環境政策課】 

市内にある大学は、かしわ環境ステーションのメンバーとして運営に参画しています。

特に麗澤大学はかしわ環境ステーションの広報活動を担っています。 

 

■カシニワ制度への参加・協力【公園緑政課】 

都市化が進む柏市では、大規模な緑地の確保は難しくなってきました。 

小学校への省エネ出前講座 
かしわ環境フェスタ 
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そこで、街中の緑に着目し、市民団体等が主体的に手入れしながら利用している樹林

地や草地等やオープンガーデンを「カシニワ＝かしわの庭・地域の庭」と位置づけ、市

がバックアップしています。 

また、ガーデニングや里山管理、広場づくりなど、身近な場所での緑との関わりによ

って、緑に親しみ、守り、仲間と交流し、健康で生きがいのある生活を促進します。 
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第７章  行政・市民・事業者による取組
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７－１行政の推進体制 

（１）柏市地球温暖化対策推進本部の役割 

 本計画を着実に実行するため、副市長を本部長、環境部長を副本部長とし、環境政策に関連

する部局長をもって構成員とする「柏市地球温暖化対策推進本部」を設置します。 

 今後、柏市では公共施設の再編、建て替え、更新等、大規模な見直しが求められており、本

計画に基づくハードウェア対策を着実に進め、また必要な場合は適宜、新たな方針の決定を行

います。 

 

（２）柏市地球温暖化対策推進本部の体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）ＫＥＭＳの運用強化による推進 

 柏市では、市内における一事業者として、率先した環境保全と温暖化対策を進める為、

2008（平成 20）年４月より独自の環境マネジメントシステム「ＫＥＭＳ（Kashiwa 

Environmental Management System）」を構築し、環境配慮が求められる自治体事業

の進捗管理を行っています。これは全ての公共施設を対象として、各所属の環境管理推進

員が中心となって、全職員共通の取り組みである柏市エコアクションプランや、環境配慮

の視点から登録された事務事業について適正な運用に努め、総じて温暖化対策を含めた環

境負荷低減を図っていこうとするものです。 

水道事業管理者，総務部長，企画部長，財政部長，地域づくり推進部長，市民生

活部長，保健福祉部長，保健所長，こども部長，経済産業部長，都市部長，都市

部理事，土木部長，生涯学習部長，学校教育部長，学校教育部理事，消防局長 

本部長 

副本部長 

副市長 

環境部長 
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 執行状況については、内外の監査員による監査で確認し、ホームページ等で検証結果を

公開することにより、市民、事業者の環境配慮行動を促す契機として活用されることを期

待しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境管理組織 環境管理副総括者 
（副 市 長） 

環境推進組織 

事務事業の登録
及び目標の提示 実績の報告及び

改善策の策定 

環境管理部門（関係所属長） 

環境管理推進リーダー（所属長） 

環境管理推進員（所属長が指名する職員，教頭） 

職 員 

環境管理事務局（環境政策課） 

環境管理総括者 
（市 長） 

環境管理責任者（環境部長） 

外部環境監査委員会 
主席外部監査員：互選 
外部監査員：市長の選出 

環境管理事務局：環境政策課 
 

内部環境監査委員会 
主席内部監査員：環境政策課長 
内部監査員：環境政策課員 
環境管理事務局：環境政策課 
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（４）進捗管理および取り組みのフィードバック 

 地球温暖化対策は、政府の動向や市を取り巻く環境などの流動的な要素に左右されやす

いため、目標達成に向けて確実に対策を実施するには、対策の見直しを適宜行う必要があ

ります。そのためには、下図のように、Plan（計画）、Do（行動）、Check（検証）、Action

（改善）のサイクル（PDCAサイクル）による継続的な改善サイクルが必要です。 

KEMSでは PDCAサイクルの発想で事務事業を計画し、エコアクションとして実践、監

査による点検を経て、是正措置報告書等によって見直しを行います。こうして、随時実地

に即しながら、毎年更新していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）柏市エコアクションプランによる推進 

 本市では、公共施設から排出される温室効果ガスを削減する為、2000(平成 12)年度以

降、全ての職員が取り組むべき省エネ行動（ソフト面）、高効率機器の積極的な導入策（ハ

ード面）等の規範として「柏市エコアクションプラン」を実践しています。 

 さらに、上記プランの着実な実行を目指し、KEMSによる進捗管理を図っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

具体的には 

① 計画 ⇒ 事務事業の登録 

② 実施 ⇒ エコアクション 

③ 点検 ⇒ 内部・外部監査 

④ 改善 ⇒ 是正措置報告 

 ① Ｐｌａｎ 計画
② Ｄｏ 実施
③ Ｃｈｅｃｋ 点検
④ Ａｃｔｉｏｎ 改善
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７－２ 市民・事業者の行動指針 

地球温暖化対策の推進に向けて、市民・事業者の方々に期待される行動指針を示します。 

(1) 市民 

施策の方向 行動指針 

緩和策 

1.省エネルギーの推進・再生

可能エネルギーの創出・蓄エ

ネルギーへの転換 

❑冷蔵庫やエアコンなどの年間消費電力の大きい家電製品

や、自家用車を、省エネのものに買い替える。 

❑スマートメーター・環境家計簿を活用して、電気使用量を

把握し、無駄遣いを出来る限り減らす。 

❑エコハウスへの改修を検討する。 

❑太陽光発電などの創エネの導入する 

❑買い物の際にレジ袋を断るなど、廃棄物の削減に努める。 

❑自動車を利用するときは、エコカーへの買い替えやエコド

ライブを心がける。 

❑省エネ機器に対する関心を持ち、メリットを認識すること

で、地域の事業者から購入する。 

❑地元で生産・販売されている農産物を積極的に購入する。 

❑市民参加型の再生可能エネルギー導入を積極的に支援す

る。 

2.緑地と農地の保全 ❑地元の農産物を積極的に購入する。 

❑里山ボランティアに参加する。 

3.エコな移動手段による外

出促進 

❑休日などは地域の活動に参加する等、積極的に外出し、家

庭内における電気 消費量を抑える。 

❑外出の際には、徒歩、自転車、公共交通機関を利用する。 

4.環境に配慮したまちづく

りの促進 

❑マルチ交通シェアリングを利用する。 

適応策 

1.緑化の推進と水辺の保全 

 

❑緑のカーテンの設置や、自宅周辺に打ち水等を行い、ヒー

トアイランド緩和に努める。 

2.健康被害への対策 

 

❑熱中症予防に関する情報を収集し活用する。 

❑日頃から健康な体づくりに取り組む。 

3. 自然災害への備え 

 

❑ハザードマップの活用や水害対策に関する情報収集に努め

る。 

❑雨水浸透施設の設置や雨水の貯留・利活用に努める。 

環境学習・協働 

1.環境学習 ❑出張講座や環境学習施設に出向き、自分たちが身近に出来
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 ることを積極的に見つけていく。 

❑エコイベントなどで、自らが実践しているエコ活動を共有

する。 

❑子供と環境のことについて学び合い、感性を得るとともに、

知識を伝える。 

2.協働による活動の促進 

 

❑カシニワ制度や体験農園等に積極的に参加し、自然を身近

に感じる。 

 

 

(2) 事業者 

施策の方向 行動指針 

緩和策 

1.省エネルギーの推進・再生

可能エネルギーの創出・蓄エ

ネルギーへの転換 

❑プリンターやパソコン、ボイラーなどの年間電気消費電力

の大きい製品や、営 業用自動車を、高効率のものに買い替

える。 

❑スマートメーター・環境家計簿を活用して、電気使用量を

把握し、出来る限り無 駄使いを減らして、運用改善に努め

る。 

❑太陽光発電などの自家発電システムを導入することで、

BCP14策定に貢献し、緊急時の対応力を向上させる。 

❑紙のリサイクルやリサイクル容器の分別により、廃棄物を

可能な限り減らす。 

❑業務用車に、エコカーを積極的に導入する。 

❑業務用車使用の際には、相乗りを心がける。 

❑省エネ設備に対するメリットを認識し、行政の融資制度な

どを活用して市内の 事業者を通じて購入している。 

❑太陽光発電などの再生可能エネルギーを、行政の融資制度

などを活用して積 極的に導入している。 

2.緑地と農地の保全 ❑その土地の自然環境に合った樹種を選定する。 

3.エコな移動手段による外

出促進 

❑営業などの外回りの際に、公共交通機関を利用する。 

4.環境に配慮したまちづく

りの促進 

❑まちづくりに積極的に関わり省エネ化に協力する。 

❑来客者の動線が安全で効率的になるよう配慮する。 

適応策 

1.緑化の推進と水辺の保全

自然災害への備え 

❑ビルの屋上緑化・壁面緑化を導入する。 
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2.健康被害への対策 

 

❑商業施設等をクールシェアスポットとして提供する。 

❑屋外作業における熱中症対策に取り組む。 

3.自然災害への備え 

 

❑水害対策に関する情報収集に努める。 

❑雨水浸透施設を導入する。 

 

環境学習・協働 

1.環境学習 

 

❑社員への環境教育を、外部からの講師を招くなど、積極的

に行う。 

2.協働による活動の促進 

 

❑独自に実践している環境配慮行動について、他の主体と共

有する。 

 


